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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 37,633 39,650 35,918 35,743 31,756

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 3,843 781 △ 883 2,709 1,540

当期純利益 (百万円) 386 511 281 1,392 672

包括利益 (百万円) ― ― ― ― 822

純資産額 (百万円) 23,727 23,282 23,051 24,031 24,351

総資産額 (百万円) 111,918 130,594 118,113 126,552 116,759

１株当たり純資産額 (円) 175.59 172.72 170.54 177.30 178.65

１株当たり当期純利益 (円) 3.10 4.11 2.26 11.19 5.41

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 19.5 16.5 18.0 17.4 19.0

自己資本利益率 (％) 1.8 2.4 1.3 6.4 3.0

株価収益率 (倍) 50.9 22.6 44.2 9.7 17.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 7,984 8,643 8,163 2,300 12,546

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,071 △3,884 △1,231 △7,987 △3,942

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △6,374 △5,135 △5,932 5,153 △7,465

現金及び現金同等物
の期末残高

(百万円) 4,845 4,469 5,468 4,935 6,073

従業員数
(ほか、平均臨時
雇用者数)

(名)
589
(42)

618
(40)

620
(42)

628
(36)

511
(31)

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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(2) 提出会社の経営指標等

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

売上高 (百万円) 28,958 30,409 27,335 27,988 22,842

経常利益又は
経常損失(△)

(百万円) 3,238 92 △1,251 2,122 825

当期純利益 (百万円) 162 207 67 1,145 421

資本金 (百万円) 8,415 8,415 8,415 8,415 8,415

発行済株式総数 (千株) 124,435 124,435 124,435 124,435 124,435

純資産額 (百万円) 20,607 19,945 19,461 20,053 19,970

総資産額 (百万円) 93,217 113,738 101,964 112,333 102,721

１株当たり純資産額 (円) 165.63 160.31 156.42 161.18 160.52

１株当たり配当額
(1株当たり中間配当額)

(円)

(円)

4.00

(―)

4.00

(―)

4.00

(―)

4.00

(―)

4.00

(―)

１株当たり当期純利益 (円) 1.30 1.67 0.54 9.21 3.39

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 22.1 17.5 19.1 17.9 19.4

自己資本利益率 (％) 0.8 1.0 0.3 5.8 2.1

株価収益率 (倍) 121.11 55.7 185.2 11.8 27.1

配当性向 (％) 307.7 239.5 740.7 43.4 118.0

従業員数 (名) 464 481 483 554 450

(注) １　売上高には消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【沿革】

提出会社は、昭和17年４月に日本重油株式会社が日米礦油株式会社の一部営業財産を譲り受け、「東亜石

油株式会社」と改称し、現在に至っております。

東亜石油株式会社設立以後の企業集団に係る経緯は、次のとおりであります。

大正13年２月 「日本重油株式会社」として創立、石油製品類の販売を開始する。(資本金10万円)

昭和17年４月 商号を「東亜石油株式会社」と改称する。

昭和25年５月 東京証券取引所へ株式上場する。

昭和28年１月 大阪証券取引所へ株式上場する。

昭和30年７月 神奈川県川崎市に、日産6,000バーレルの製油所を建設し、石油精製業に進出する。

昭和36年３月 原油処理能力を日産20,000バーレルに増強する。

昭和36年10月名古屋証券取引所へ株式上場する。

昭和37年３月 原油処理能力を日産50,000バーレルに増強する。

昭和40年８月 日本鉱業株式会社及びアジア石油株式会社とともに「共同石油株式会社」を設立

し、販売・運輸部門を集約する。

昭和41年11月伊藤忠商事株式会社が筆頭株主となり、以降、昭和54年12月までの間、伊藤忠商事株

式会社の経営傘下となる。

昭和43年10月原油処理能力を日産100,000バーレルに増強する。

昭和48年６月 「東亜共石株式会社」を設立し、同年10月に、愛知県知多市に日産100,000バーレル

の新製油所を建設、稼働する。

昭和51年８月 川崎製油所の構内作業を行う会社として、株式会社東亜サービス（現：東亜テック

ス株式会社（東亜石油株式会社連結子会社））を設立する。

昭和52年10月川崎製油所にガス化脱硫装置(重質油熱分解装置)を建設、稼働する。

昭和54年12月昭和石油株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)が筆頭株主となり、伊藤忠商事株

式会社より同社へ経営権が譲渡されたことにより、当社は「共石グループ」を離脱

した。同時に、当社は昭和石油株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)および共同

石油株式会社(伊藤忠商事株式会社が受託斡旋)の受託精製専業会社となる。

昭和55年４月 昭和石油株式会社・シェル興産株式会社(現：昭和シェル石油株式会社)との間で

「原油精製委託契約」を締結する。

昭和58年10月原油処理能力日産35,000バーレルを休止し、日産65,000バーレルとなる。

昭和60年１月 伊藤忠商事株式会社との関係を解消し、共同石油株式会社と直接受託精製を行う。

昭和62年７月 流動接触分解装置(FCC装置)を建設、稼働する。

平成元年９月 溶剤製造装置を建設、稼働する。

平成元年12月 共同石油株式会社との原油精製受託契約を終了する。

平成５年10月 プロピレン精密蒸留装置を建設、稼働する。

平成８年１月 株式会社東亜サービス（現：東亜テックス株式会社）の100％子会社として、東石

商事株式会社を設立する。

平成８年５月 軽油深度脱硫装置(HDD装置)を建設、稼働する。

平成10年１月 東京電力株式会社との間で「電力受給契約」を締結する。

平成12年２月 本社所在地を東京都千代田区から川崎市川崎区に変更する。

平成12年10月昭和シェル石油株式会社川崎製油所の設備を賃借し、当社川崎製油所と併せて一体

運営を開始する。(当社の川崎製油所を水江工場、昭和シェル石油株式会社川崎製油

所を扇町工場とし、全体を京浜製油所と総称する。)

平成13年２月 昭和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」を改定する。

平成13年７月 電源開発株式会社との間で、電力卸供給事業(IPP)について「共同事業化協定書」

を締結する。

平成13年９月 電力卸供給事業(IPP)の事業会社として、株式会社ジェネックス（東亜石油株式会

社連結子会社）を設立する。
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　 平成15年４月 電力卸供給事業(IPP)を株式会社ジェネックスに営業譲渡し、同社は電源開発株式

会社の100％連結子会社である株式会社ジェイパワージェネックスキャピタルから

出資(40％)を受ける。

平成15年６月 株式会社ジェネックスが営業運転を開始する。

平成17年10月昭和シェル石油株式会社を割当先とする第三者割当増資を行い、同社が当社の親会

社となる。

平成18年３月 当社株式が当社の申請に基づき株式会社名古屋証券取引所より上場廃止となる。

平成18年４月 当社株式が当社の申請に基づき株式会社大阪証券取引所より上場廃止となる。

平成19年６月 東石商事株式会社（当社の非連結子会社）を清算する。

平成20年３月 東扇島オイルターミナル株式会社（平成20年2月当社の完全子会社）を吸収合併す

る。また、これにより当社の連結子会社である東亜テックス株式会社への出資比率

は、当社100％となる。

平成23年 9月京浜製油所扇町工場の運営を終了し、同工場の土地・設備の一部（貯蔵設備等）を

除いて所有者の昭和シェル石油株式会社に返還する。

平成23年11月スルフォラン装置を建設、稼働する。
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３ 【事業の内容】

当社は、昭和シェル石油株式会社より石油精製を受託する同社の連結子会社であります。同社事業は、原

油・石油製品の輸入、輸送、精製、貯蔵、販売を中心とした石油事業を主たるものとするほか、エネルギーソ

リューション事業（太陽電池、電力、都市ガス）、不動産事業及びその他事業（建設工事、自動車用品の販

売、分散電源等）を行っております。

　東亜石油グループは、当社及び当社の連結子会社（株式会社ジェネックス、東亜テックス株式会社）、関連

会社（扇島石油基地株式会社）の合計４社で構成されており、石油精製事業、電力卸供給事業を主な事業と

して取り組んでおります。

　
当社グループの事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、以下のとおりであります。

なお、当社及び関係会社が営んでいる主な事業内容とセグメントの事業区分は同一であります。

　

＜石油事業部門＞

当部門においては、昭和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」のもとで、受託精製を行ってお

ります。

（当部門の主な関係会社）当社、東亜テックス株式会社

　

＜電気事業部門＞

当部門においては、東京電力株式会社との「電力受給契約」のもとで、電力卸供給事業(ＩＰＰ)

を行っております。

（当部門の主な関係会社）当社、株式会社ジェネックス、東亜テックス株式会社
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事業の系統図は、次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金
（百万円）

主要な事業の内容
議決権の所
有(又は被所
有）割合（％）

関係内容

(親会社) 　
　
　

　
　
　

　

昭和シェル石油㈱
(注)２

 東京都港区 34,197 石油事業
　(被所有)
50.15

・石油精製受委託取引
・役員の兼任 ２ 名

(連結子会社) 　 　 　 　 　

東亜テックス㈱ 川崎市川崎区 40 石油事業 　　　　100　　　
・当社の構内作業等の受託
・役員の兼任 ７ 名

㈱ジェネックス
(注)３、４

川崎市川崎区 2,800 電気事業
         60
 

・当社への電気及び蒸気の供給
・当社への運転保守支援、
　事務管理委託
・当社から燃料の供給
・当社より長期貸付を実施
・当社所有地を賃貸
・役員の兼任 ５ 名

　 　 　 　 　
　

(注) １　「主要な事業の内容」欄には、セグメント情報に記載された名称を記載しております。

２　有価証券報告書の提出会社であります。

３　特定子会社であります。

４　㈱ジェネックスについては、売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の連結売上高に占める割合が10％を

超えております。

主要な損益情報等 ①　売上高 13,752百万円

　 ②　経常利益 669　〃

　 ③　当期純利益 390　〃

　 ④　純資産額 5,314　〃

　 ⑤　総資産額 18,728　〃

　

５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

(平成23年12月31日現在)

セグメントの名称 従業員数(名)

石油事業 482 (31)

電気事業 29 (―)

合計 511 (31)

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者の年間平均雇用人員（１日８時間換算）であります。

３　臨時雇用者はパートタイマー従業員であり、派遣社員を除いております。

４　従業員数が前期末628名に比較して117名減少した主な理由は、京浜製油所扇町工場の操業が平成23年9月30日

をもって終了され、社外への出向者が増加したことによります。
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(2) 提出会社の状況

(平成23年12月31日現在)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

450 45.0 15.7 8,128

　　

セグメントの名称 従業員数(名)

石油事業 450

電気事業 ―

合計 450

(注) １　従業員数は、当社からの出向者を除き、当社への出向者を含む就業人員であります。

２　平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３　従業員数が前期末554名に比較して104名減少した主な理由は、京浜製油所扇町工場の操業が平成23年9月30日

をもって終了され、社外への出向者が増加したことによります。

　

(3) 労働組合の状況

平成23年12月31日現在の組合員数は452名であります。

なお、労使関係については、特に記載すべき事項はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当連結会計年度におけるわが国の経済は、東日本大震災の深刻な影響により落ち込んでいた大企業・

製造業の景況感がサプライチェーンの復旧などにより回復基調となっていたものの、長期化する円高・

解決の糸口が見えない欧州債務危機などの懸念要素によって一転して悪化し、先行きに対して強い不安

が感じられる状況であります。

　

　一方、国内における石油製品の需要は、人口の減少や少子高齢化等による構造的減少が継続しておりま

す。当連結会計年度は東日本大震災による生産活動の低下で産業用燃料需要が減少し、前年の猛暑からの

反動でガソリン需要も大きく落ち込みました。しかしながら、福島第一原発事故の影響による石油火力発

電の稼働増でＣ重油需要が増加したことなどから、燃料油合計の販売数量では前年実績を僅かに下回る

水準にとどまりました。

　

　このような状況にあって、当社装置は順調な操業を維持し、当連結会計年度（平成23年１月１日～平成

23年12月31日）の石油事業における原油及び原料油処理量は、年初計画を上回る8,235千キロリットル

（前期比0.9％減）となり、電気事業においても東京電力株式会社に向けて概ね予定した電力卸供給を行

いました。

　

　当連結会計年度実績として、売上高31,756百万円（前期比11.2％減）、営業利益1,894百万円（前期比

42.4％減）、経常利益1,540百万円（前期比43.2％減）、当期純利益672百万円（前期比51.7％減）を計上

いたします。

　
以下、各セグメントの業績は次のとおりであります。　

　
＜石油事業部門＞

当連結会計年度において、当社は構造的に競争力を強化すべく、京浜製油所扇町工場を９月末日に閉鎖

しました。また、３月11日に発生した東日本大震災では、京浜製油所の操業・出荷への影響は幸いにして

軽微なものであり、直後の緊急事態に対して最大限の製品出荷を行いました。

　

　当連結会計年度においては、精製マージンは石油製品市況を反映し、前連結会計年度と同様、堅調に推移

しました。

　

　一方、当社が昭和シェル石油株式会社から仕入れ、株式会社ジェネックスに供給している発電用燃料コ

ストは前連結会計年度に比べ大きく上昇し、収益の減少要因となりました。

　

　以上の結果、石油事業部門の売上高は22,899百万円（前期比18.4％減）、営業利益は829百万円（前期比

63.3％減）となりました。
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＜電気事業部門＞

株式会社ジェネックス水江発電所は平成15年の運転開始以来初めて２年連続運転を達成しました。ま

た、東日本大震災の影響による電力逼迫時には最大限の電力卸供給を行いました。

　　

　以上の結果、電気事業部門の売上高は13,752百万円（前期比11.6％増）、営業利益は1,065百万円（前期

比3.4％増）となりました。

　　

(2) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益、減価償却費、修繕引当金の増加など

により12,546百万円の純収入となりました。

  投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得などにより3,942百万円の純支出となりま

した。

  財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少、長期借入金の返済などにより7,465百万円

の純支出となりました。

  この結果、当連結会計年度末における現金及び現金同等物は前連結会計年度末に比べ1,138百万円増加

し6,073百万円となりました。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

　

油種別

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)
(千キロリットル)

前年同期比(％)

揮発油 3,077 △2.7

灯油・ジェット燃料・軽油 2,983 △11.0

Ａ 重 油 351 28.1

Ｂ・Ｃ重油 423 144.5

　その他 1,275 5.6

合　計 8,109 △0.7

(注) １．生産実績については、受託精製により生産した製品であるため金額表示をしておりません。

　 　２．上記の生産実績は、石油事業に関するものであります。

　

(2) 受注状況

当社グループは、受注生産を行っておりません。

　

(3) 販売実績

　

セグメントの名称

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(百万円)

前年同期比(％)

石油事業 21,214 △20.0

電気事業 10,542 14.2

合計 31,756 △11.2

(注）１．セグメント間取引については、相殺消去しております。

　　 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相　　　　手　　　　先
前連結会計年度 当連結会計年度

販売高（百万円） 割　合（％） 販売高（百万円） 割　合（％）

昭和シェル石油株式会社 26,388 73.8 21,130 66.5

東京電力株式会社 9,210 25.8 10,515 33.1

　　 ３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 対処すべき課題

構造的な要因により国内石油製品需要の減少が継続する中にあって、東日本大震災の被災地における石

油精製設備に大きな被害が発生したものの、設備が過剰となっている状況は変わりません。企業間競争はも

とより製油所間の生き残り競争は相変わらず極めて厳しいものとなっております。

　一方、災害時には石油製品が如何に必要とされるのか、多くの人々が改めてその重要性を認識することと

なりました。引き続き石油が我が国一次エネルギーの主たる柱であることに変化はありません。

　　

　京浜という大需要地に製油所と発電所を有する当社は、高い分解能力に見合った適切な原料油の手当など

供給・物流面における昭和シェル石油グループ各社との連携を密に、市場の要求に迅速に対応しながら更

なるコスト削減と効率化を推進することが課題となります。

　

　ハード面においては、スルフォラン装置（ガソリンのベンゼン対策設備）の新設（平成23年11月竣工）を

含めた様々な設備対応を行い水江地区単独操業における装置構成の最適化を目指してまいります。また、ソ

フト面においては従来より実施しているＴＰＭ活動（全員参加の生産保全活動）の更なる展開やトップの

強い意志を反映したＣＣＰＣ（コストカットプロモーションコミッティー）の機能強化を重要な駆動力と

して課題に立ち向かう所存です。

　
(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの主に関東地方への石油製品の供給

を担当する基幹石油精製会社であります。今後も昭和シェル石油グループの一員として同グループ各社と

の連携を一層強化し、事業の持続的発展をはかるものであります。
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４ 【事業等のリスク】

当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性のあるリスクには、以下のようなものがあ

ります。

　なお、ここに記載した事項は、現時点において当社グループがリスクとして判断したものですが、当社グ

ループに関する全てのリスクを網羅したものではありません。また、文中における将来に関する事項は、当

連結会計年度末現在において当社が判断したものであります。

　　

①  特定の取引先への高い依存度に係るリスク

　当社は、昭和54年12月以降昭和シェル石油グループに属する受託精製専業会社となっており、受委託先

は昭和シェル石油グループの１グループになっております。また、株式会社ジェネックスの電力卸供給先

につきましても東京電力株式会社の１社に限られております。従って、特定の取引先への高い依存度が存

在します。

　

②　昭和シェル石油株式会社からの発電用燃料購入に係るリスク

　当社は昭和シェル石油株式会社より燃料を調達し、電力卸供給事業を行っている連結子会社の株式会社

ジェネックスに供給しております。当該燃料の価格が原油価格等の上昇を要因として高騰した場合、電力

卸売価格に十分には転嫁出来ず収益にマイナス要因として働く可能性があります。

　

③  操業に係るリスク

　当社グループの事業であります石油事業、電気事業は、環境汚染に係る事故等を含めて常に設備事故や

自然災害等による操業に係るリスクに直面しております。当社グループでは、安全操業の徹底を図り、損

害保険を付保するなど操業に係るリスクの極小化に努めておりますが、想定を超えた災害などに見舞わ

れた場合には、当社グループの財政状態及び経営成績などに重大な影響を与える可能性があります。

　

④  法的規制等に係るリスク

　石油事業、電気事業を展開する上で、様々な法的規制が存在いたしますが、今後、新しい法律や現行法の

改正などに対応するため、新たな設備投資などが要求される可能性もあります。

　

⑤　内部統制システム構築に係るリスク

　当社は行動原則担当役員の任命、関連法令の順守、リスク管理体制の構築・運営、内部監査の実施などに

よりコンプライアンスの強化に努めております。しかし、当社が構築した内部統制システムが有効に機能

せずコンプライアンス上のリスクが回避できない事態が生じる可能性があります。
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５ 【経営上の重要な契約等】

　

　　経営上の重要な契約

相手先 期間 内容

昭和シェル石油株式会社 平成13年４月１日から

平成28年３月31日まで

　当社は昭和シェル石油株式会社との間で、昭和55年４月１日

付にて原油精製受託契約を締結しておりましたが、両社間の

経営環境に変化が生じたことを踏まえて、平成13年２月27日

付にて受託精製料の取決めについて市場価格を適用して算定

した収益性を加味した契約内容に改定し、コスト削減等の成

果が当社の利益に反映されることとなりました。

　 平成22年10月1日から

平成23年9月30日まで

 当社京浜製油所扇町工場は、昭和シェル石油／東亜石油間の

「定期精製設備等賃貸借契約」に基づいて賃借が行われてい

ましたが、平成22年９月30日をもって契約期間が満了となっ

たため、平成22年10月１日を始期とする契約を新たに締結し

たもので、平成22年２月16日付当社取締役会で京浜製油所扇

町工場は遅くとも平成23年９月末までに原油処理を停止しそ

の後閉鎖することを決議していることから、契約期間を平成

22年10月１日から平成23年９月30日までとし、定期賃貸借契

約から一般賃貸借契約に変更しています。

　 平成23年10月１日から

平成28年３月31日まで

　扇町工場閉鎖後も貯蔵設備などの賃借が必要となることか

ら、平成23年９月16日付にて昭和シェル石油株式会社との間

で「貯蔵設備等賃貸借契約」を新たに締結しました。

東京電力株式会杜 平成15年６月１日から

平成30年５月31日まで

　当社は東京電力株式会社との間で、平成10年1月30日付にて

23.8万キロワットの電力卸供給に関する契約を締結しました

。

　なお、当社と株式会社ジェネックスとの間で平成14年４月30

日付にて締結した「営業譲渡契約」に基づき、平成15年４月

１日付にて本契約上の当社の地位を株式会社ジェネックスへ

移転しております。

電源開発株式会社 平成15年６月１日から

平成30年５月31日まで

　当社は電源開発株式会社との間で、当社と東京電力株式会社

との間で締結している電力卸供給契約に基づく電力卸供給事

業（ＩＰＰ事業）を共同で行なうことに合意し、平成13年７

月26日付にて「共同事業化協定書」を締結しました。

　

　

６ 【研究開発活動】

特に記載すべき事項はありません。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)当連結会計年度の経営成績の分析

石油事業につきましては、当連結会計年度において、当社は構造的に競争力を強化すべく、京浜製油所

扇町工場を９月末日に閉鎖しました。また、３月11日に発生した東日本大震災では、京浜製油所の操業・

出荷への影響は幸いにして軽微なものであり、直後の緊急事態に対して最大限の製品出荷を行いました。

　当連結会計年度においては、精製マージンは石油製品市況を反映し、前連結会計年度と同様、堅調に推移

しました。

　一方、当社が昭和シェル石油株式会社から仕入れ、株式会社ジェネックスに供給している発電用燃料コ

ストは前連結会計年度に比べ大きく上昇し、収益の減少要因となりました。

　

　電気事業につきましては、株式会社ジェネックス水江発電所は平成15年の運転開始以来初めて２年連続

運転を達成しました。また、東日本大震災の影響による電力逼迫時には、最大限の電力卸供給を行いまし

た。

　

　以上の結果、当連結会計年度実績として、売上高31,756百万円（前期比11.2％減）、営業利益1,894百万

円（前期比42.4％減）、経常利益1,540百万円（前期比43.2％減）、当期純利益672百万円（前期比51.7％

減）を計上いたします。

　　

(2) 経営成績に重要な影響を与える要因について

当社グループは「第１企業の概況　３事業の内容」の項で述べたとおり、石油事業においては、昭和

シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」のもとで受託精製を行っており、電気事業においては、東

京電力株式会社との「電力受給契約」のもとで電力卸供給事業（ＩＰＰ）を行っております。そのうち、

石油事業における昭和シェル石油株式会社との「原油精製委託契約」については、平成13年２月に受託

精製料の取決めについて市場価格を適用して算定した収益性を加味した契約内容に改定しております。

　従いまして、原油価格、製品価格、為替等の動向並びに受託精製量が当社の収益性を左右する要因として

考えられます。また、電気事業においては、当社は昭和シェル石油株式会社より燃料を調達し電力卸供給

事業を行っている株式会社ジェネックスに供給しておりますが、当該燃料の価格が電力卸売価格との関

係で当社グループの収益性を左右する要因として考えられます。なお、受託精製料ならびに発電用燃料の

取り扱いについて昭和シェル石油株式会社との契約内容を一部見直しております。
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(3) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

 当連結会計年度末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ9,793百万円減少し116,759百万円とな

りました。流動資産は8,646百万円減少し57,484百万円、固定資産は1,147百万円減少し59,274百万円とな

りました。

　流動資産の減少の主な要因は、立替揮発油税等が減少したことによるものです。

　固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産の取得及び繰延税金資産の増加があったものの、有形固定資

産の減価償却が進行したことによるものです。

　当連結会計年度末における負債合計は、前連結会計年度末に比べ10,113百万円減少し92,407百万円とな

りました。流動負債は10,798百万円減少し76,901百万円、固定負債は684百万円増加し15,506百万円となり

ました。

　流動負債の減少の主な要因は、短期借入金、未払揮発油税等が減少したことによるものです。

　固定負債の増加の主な要因は、長期借入金の返済があったものの、修繕引当金が増加したことによるもの

です。

　当連結会計年度末における純資産合計は、前連結会計年度末に比べ320百万円増加し24,351百万円となり

ました。

　純資産の増加の主な要因は、利益剰余金、少数株主持分が増加したことによるものです。

　以上の結果、当連結会計年度末における自己資本比率は19.0%となりました。

  なお、キャッシュ・フローの状況については、「１　業績等の概要　（２）キャッシュ・フローの状況」

の項に記載のとおりであります。

　
当社グループのキャッシュ・フローの指標のトレンドは以下のとおりです。

　 平成19年12月期平成20年12月期平成21年12月期平成22年12月期平成23年12月期

自己資本比率 19.5％ 16.5％ 18.0％ 17.4％ 19.0％

時価ベースの自己資本比率 17.6％ 8.9％ 10.5％ 10.7％ 9.8％

キャッシュ・フロー対有利

子負債比率
5.0倍 4.4倍 4.0倍 16.8倍 2.5倍

インタレスト・カバレッジ

・レシオ
13.4倍 14.2倍 17.1倍 6.2倍 38.9倍

(注)　自己資本比率：自己資本／総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

　 ＊ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

　 ＊ 株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しておりま

　　　す。

　 ＊ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フ

      ローを使用しております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を　　　

　　　支払っている全ての負債を対象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・

　　　フロー計算書の利息の支払額を使用しております。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

　

当連結会計年度における有形固定資産、無形固定資産への設備投資額は4,095百万円であります。

　

（石油事業）

　記載すべき重要な設備投資はありません。

　

　

（電気事業）

  記載すべき重要な設備投資はありません。
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２ 【主要な設備の状況】

当連結会計年度における、当社グループの主要な設備の状況は以下のとおりであります。

　

(1) 提出会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     (平成23年12月31日現在）

事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
投下資本
合計

本　社 　
神奈川県
川崎市
川崎区

石油事業 ― 99 0 - 1 101 45

京浜製油所
神奈川県
川崎市
川崎区

　
石油精製
設備

8,067 13,142
19,430

(546,761)
2,173 42,812 405

　 合計 　 　 ― 8,166 13,143
19,430

(546,761)
2,174 42,914 450

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、油槽、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　京浜製油所における生産品目は、揮発油、灯油、軽油、重油、その他の石油製品であります。

３　京浜製油所の土地面積546,761㎡のうち、27,060㎡は株式会社ジェネックスへの賃貸物件であります。

４　上記金額には消費税等は含まれておりません。

　　　

(2) 国内子会社

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                                     　(平成23年12月31日現在）

会社名
事業所名
(所在地)

セグメン
トの名称

設備の
内容

帳簿価額(百万円)
従業員数
(名)建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他
投下資本
合計

株式会社
ジェネッ
クス

水江発電所
神奈川県
川崎市
川崎区

電気事業
電力卸供
給設備

1,029 10,868 - 6 11,904 24

東亜テッ
クス株式
会社

本　社
神奈川県
川崎市
川崎区

石油事業
及び電気
事業

― 0 36 - 13 51
37
(31)

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定の合計であります。

２　株式会社ジェネックスの発電所用地はすべて借地であり、面積は27,060㎡であります。

３　上記金額には消費税等は含まれておりません。

４　従業員数欄の(　)は、臨時雇用者(１日８時間換算)で外数であります。

　

　
　
３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末現在において、計画した重要な設備の新設、除却等はありません。

当連結会計年度末現在において、連結子会社が計画した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月28日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,435,000124,435,000
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数
1,000株

計 124,435,000124,435,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成17年10月31日 25,210 124,435 3,453 8,415 3,428 4,687

(注)　　有償第三者割当　発行価格273円、資本組入額137円、割当先　昭和シェル石油株式会社
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(6) 【所有者別状況】

(平成23年12月31日現在)

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株)

政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 12 32 52 45 3 7,8067,950 ―

所有株式数
(単元)

― 7,2741,40763,2783,032 4 49,343124,33897,000

所有株式数
の割合(％)

― 5.8 1.1 50.8 2.4 0.0 39.6 100 ―

(注) １　当期末現在の自己株式は21,979株であり、「個人その他」欄に21単元及び「単元未満株式の状況」欄に   979

株含まれております。

２　上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、12単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】

(平成23年12月31日現在)

氏名又は名称 住        所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

昭和シェル石油株式会社 東京都港区台場二丁目３番２号 62,344 50.10

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内一丁目２番１号 2,184 1.76

東亜石油　従業員持株会 神奈川県川崎市川崎区水江町３番１号 1,713 1.38

角田　博 東京都新宿区 1,600 1.29

三井住友海上火災保険株式会社 東京都中央区新川二丁目27番２号 1,593 1.28

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口4)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,429 1.15

株式会社損害保険ジャパン 東京都新宿区西新宿一丁目26番１号 1,292 1.04

ロイヤル　バンク　オブ　カナダ
（チャネル　アイランド）リミ
テッド　レジアカウント
（常任代理人 スタンダード
チャータード銀行）

P. O. BOX 48 CANADA COURT. ST PETER PORT
GUERNSEY. CHANNEL ISLAND GYI 3BQ
（東京都千代田区永田町二丁目11番1号山王
パークタワー21階）

800 0.64

大津　明 福岡県福岡市博多区 800 0.64

廣瀬　よし子 三重県四日市市 547 0.44

計 　 74,302 59.71
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(8) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

(平成23年12月31日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
 普通株式 21,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
 普通株式

124,317,000
124,317 同上

単元未満株式  普通株式 97,000 ― 同上

発行済株式総数 124,435,000― ―

総株主の議決権 ― 124,317 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)含まれております。

２　「単元未満株式」には当社所有の自己株式979株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

(平成23年12月31日現在)

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜石油株式会社

神奈川県川崎市川崎区
水江町３番１号

21,000 ― 21,000 0.0

計 ― 21,000 ― 21,000 0.0

　
(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】
　

【株式の種類等】 会社法第155条第7号による普通株式の取得
　

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

　

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

      該当事項はありません。

　
(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

　
区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 158 15

当期間における取得自己株式 ― ―

(注)　当期間における取得自己株式には、平成24年３月１日から、この有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。

　
(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

　

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

株式数(株)
処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った
取得自己株式

― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 21,979 ― 21,979 ―

(注)　当期間における保有自己株式には、平成24年３月１日から、この有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式数は含めておりません。
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３ 【配当政策】

当社の剰余金の処分につきましては、製品付加価値向上ならびに老朽化対策を含めた設備の信頼性向上

に係る投資を続け、株主の皆様に対し安定的に配当を継続することを基本方針としております。

　当事業年度の剰余金の配当につきましては、上記の基本方針のもと、１株当たり４円としております。

　なお、当社は、会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨定款に定めております。配

当の決定機関は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

　

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下の通りであります。
　

決議年月日
配当の総額
（百万円）

１株当たりの配当額
（円）

平成24年３月26日
定時株主総会決議

497 ４

　

　
　

４ 【株価の推移】

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第135期 第136期 第137期 第138期 第139期

決算年月 平成19年12月 平成20年12月 平成21年12月 平成22年12月 平成23年12月

最高(円) 306 185 140 123 146

最低(円) 155 79 86 84 64

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成23年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 112 106 97 102 101 106

最低(円) 104 90 87 88 92 92

(注)　株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

代表取締役
社長

行動原則
担当兼務

山 本　 　裕 昭和25年10月29日生

昭和49年４月 当社入社

(注)１

参照
125

平成12年４月 当社IPPプロジェクトチームマ

ネージャー

平成13年９月 株式会社ジェネックス代表取締

役社長

平成14年７月 当社理事IPP建設チームマネー

ジャー

平成15年６月 当社取締役

平成18年３月 株式会社ジェネックス代表取締

役社長退任

平成18年７月 株式会社ジェネックス代表取締

役社長

平成18年７月 当社常務取締役京浜製油所長

平成21年３月 当社代表取締役社長行動原則担

当兼務(現職)

取締役 京浜製油所長 淡 島　敬 一 昭和30年10月５日生

昭和53年４月 昭和石油株式会社入社

(注)１

参照
7

平成16年４月 昭和シェル石油株式会社本社製

造部付昭和四日市石油株式会社

出向四日市製油所工務部長

平成17年４月 同社本社製造部付当社出向京浜

製油所工務部長

平成21年12月 東亜テックス株式会社取締役

平成22年１月 東亜テックス株式会社代表取締

役社長

平成22年１月 昭和シェル石油株式会社本社製

造部付当社出向理事京浜製油所

工務部長

平成23年３月 株式会社ジェネックス代表取締

役社長（現職）

平成23年３月 当社取締役京浜製油所長（現

職）

取締役

人事総務・経

理財務・経営

企画・環境安

全担当兼人事

総務部総括部

長兼経理財務

部総括部長兼

経営企画室総

括室長兼環境

安全室総括室

長

白 木　　 郁 昭和33年３月24日生

昭和56年４月 昭和石油株式会社入社

(注)１

参照

 

7

平成11年８月 昭和シェル石油株式会社本社変

革推進本部サブリーダー

平成14年６月 同社東京エリアサービスマネ

ジャー

平成17年４月 同社東北エリアマネジャー

平成19年９月 同社関東支店長

平成21年３月 同社執行役員（流通業務・不動

産事業部門・輸入基地担当）

平成22年３月 同社執行役員（石油事業本部

（流通業務・不動産事業部門・

輸入基地担当）・グループファ

ンクションズ本社環境安全

（HSSE）部門担当）

平成23年３月 株式会社ジェネックス取締役

（現職）

平成23年３月 東亜テックス株式会社取締役

（現職）

平成23年３月

 

平成23年６月

　　

平成24年３月

当社取締役経理財務・経営企画担

当兼経理財務部総括部長兼経営企

画室総括室長

扇島石油基地株式会社取締役（現

職）

当社取締役人事総務・経理財務・

経営企画・環境安全担当兼人事総

務部総括部長兼経理財務部総括部

長兼経営企画室総括室長兼環境安

全室総括室長(現職)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 ― 大久保　和弘 昭和32年２月25日生

昭和56年４月

平成16年９月

 

平成18年４月

平成20年12月

平成21年４月

平成22年３月

平成23年９月

昭和石油株式会社入社

昭和シェル石油株式会社本社勤

労チームリーダー

同社本社勤労部長

同社人事部長兼勤労部長

同社人事部長

当社取締役（現職）

昭和シェル石油株式会社グルー

プファンクションズ本社人事統

括部長兼石油事業人事部長兼

ソーラー事業人事部長（現職）

(注)1

参照
―

常勤監査役 ― 山 崎　　恒 昭和25年10月７日生

昭和49年４月

平成10年３月

　

平成11年８月

　

平成15年７月

　

平成17年４月

平成17年６月

平成17年６月

　

平成18年４月

　

平成19年３月

　

　

平成20年６月

平成20年12月

平成21年９月

　

　

平成23年３月

　

　

平成24年３月

昭和石油株式会社入社

昭和シェル石油株式会社変革推

進本部サブリーダー

当社出向経営管理グループマ

ネージャー

当社理事経営管理グループマ

ネージャー

当社理事経営管理部長

当社取締役

株式会社東亜サービス(現東亜

テックス株式会社)取締役

扇島石油基地株式会社代表取締

役副社長

当社取締役人事総務・人材育成

・経理財務・環境安全担当兼人

事総務部総括部長

扇島石油基地株式会社取締役

株式会社ジェネックス取締役

当社取締役人事総務・経理財務

・経営企画・環境安全担当兼人

事総務部総括部長

当社取締役人事総務・環境安全

担当兼人事総務部総括部長兼環

境安全室総括室長

当社常勤監査役（現職）

(注)２

参照
97

監査役 ― 中　村　　新 昭和43年５月19日生

平成15年10月 弁護士登録

(注)３

参照
―

平成19年４月 東京弁護士会労働法制特別委員

会委員　(現職)

平成19年７月 中村新法律事務所設立

平成22年３月 当社監査役(現職)

監査役 ― 牧 田　千 明 昭和30年２月22日生

昭和53年４月 シェル石油株式会社入社

(注)４

参照

 

―

平成10年４月 昭和シェル石油株式会社本社経

理部原価会計課長

平成18年９月 同社東北エリア付中川石油㈱出

向

平成21年４月 同社本社内部統制推進部副部長　

兼グループ監査役室長

平成22年４月 同社グループファンクションズ　

本社内部統制推進部副部長兼グ

ループ監査役室長

平成23年３月

平成23年４月

当社監査役（現職）

昭和シェル石油株式会社グルー

プファンクションズ　本社債権管

理チームリーダー(現職)

計 　 236
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　　 (注) １．取締役の任期は、平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成24年12月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。

２．常勤監査役 山崎　恒氏の任期は、平成23年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成27年12月期に係る定

時株主総会終結の時までであります。

３．監査役 中村　新氏の任期は、平成21年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成25年12月期に係る定時株

主総会終結の時までであります

４．監査役 牧田　千明氏の任期は、平成22年12月期に係る定時株主総会終結の時から平成26年12月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

５．監査役 中村　新、監査役 牧田　千明の各氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

６．当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項に定める補欠監査役

１名を選任しております。補欠監査役の略歴は次のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

両 角  英 幸 昭和38年８月14日生

平成15年１月 昭和シェル石油株式会社入社

(注)

参照

 

―

平成17年９月 同社本社経理部税務会計課長

平成22年４月

　

平成23年４月

同社グループファンクションズ 

本社経理財務統括部税務課長

同社グループファンクションズ 

本社経理財務統括部付税務アドバ

イザー（現職）

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

　
① 企業統治の体制

イ コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

・当社は、「当社の使命は、エネルギーの安定供給により社会へ貢献することにある。」との認識の

下に、「ＨＳＳＥ(健康・安全・危機管理・環境)の確保を経営の基盤とすること」及び「公明正

大で透明性のある経営を行うこと」を柱とした『経営理念』を定めております。また、当社は社会

的責任を果たすことにより、社会と企業の“持続可能な発展”を目指しております。その目的を達

成するために、企業活動を展開するにあたっての行動の基本的なルールを『行動原則』として定

め、ステークホルダーに対する責任を果たすことを公約しています。

・当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの主に関東地方における石油

製品の供給を担当する基幹石油精製会社であります。今後とも昭和シェル石油グループの一員と

して同グループ各社との連携を一層強化し、事業の持続的発展をはかるものであります。

・当社における企業統治の体制は、現状の企業規模・事業内容から、最も機動的で実効性のあるコー

ポレート・ガバナンス体制は監査役設置制度であると判断しております。

　
　
ロ コーポレート・ガバナンス体制に関する模式図
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ハ 会社の機関の内容及びコーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況

・当社の役員は平成23年12月31日現在、取締役５名、監査役３名で構成されております。

・当社は会社の機関として「取締役会」「監査役会」「経営会議」「ＨＳＳＥ委員会」「倫理委員

会」「監査委員会」を設置しております。

・「取締役会」は、原則として月１回程度開催し（当事業年度　13回開催）法令・定款及び「取締役

会規程」に基づき、重要事項の決定及び業務執行の監督に当たっています。なお、監査役会につい

ては後記「② 内部監査及び監査役監査について」に記載しております。

・「経営会議」は、常勤の取締役並びに社長が指名する部長及び部長相当職以上にある者から構成

され、通常の業務執行にかかわる事項のうち、取締役会付議案件の承認、稟議に基づく決定を行い、

関連事項の報告を受けると定められています。常勤監査役は経営会議に出席して意見を述べるこ

とができ、取締役社長は、経営会議を当社の業務執行全般にかかる連絡・調整機関としても活用す

ることができます。

・「ＨＳＳＥ委員会」は、会社が定めた「ＨＳＳＥ規程」に基づき設置するもので、会社の安全、保

安管理、環境保全、危機管理及び労働安全衛生等の基本的事項を策定、推進することを目的として

います。

・「倫理委員会」は、倫理に関する事項並びに社員相談窓口での相談事項などについて、報告し対応

を検討するものであります。

・「監査委員会」は、内部監査に関する指摘事項および改善状況などを報告・審議するものであり

ます。

・内部統制システムの整備については、平成18年５月19日開催の取締役会において、内部統制システ

ムの基本方針に関する決議を行いました。その後、平成19年９月26日開催の取締役会において情報

開示に関する体制整備に伴う改定を行い、平成20年12月25日開催の取締役会において取締役社長

は財務報告に係る内部統制の評価、報告を行うことを明記すると共に、反社会的勢力とは一切の関

係を持たない旨追記する改定を致しました。当期におきましては、平成23年11月11日開催の取締役

会において公務員贈賄防止を順守すべき項目として追記する改定を加えております。

・リスク管理体制の整備については、当社の企業活動のリスクのうちＨＳＳＥに関するリスクは、Ｈ

ＳＳＥ委員会がＨＳＳＥマネジメントシステムに則りPDCA（Plan-Do-Check-Action）の実行を確

実に行うことでコントロールする仕組みを構築しております。ＨＳＳＥ以外のビジネスリスクに

ついては、リスクの抽出と顕在化の可能性・影響度による重要度分類並びにリスクコントロール

体制を検討して、毎年全社部門及び連結子会社毎にビジネスコントロールマトリックス表を作成

し管理を行っています。このリスクコントロールプロセスは内部監査の一環として監査倫理室が

モニタリングを担当し、コントロールの全体評価を行っております。

・当社は、社外監査役中村新氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、同法第423条第1項の損

害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。ただし、当該契約に基づく損害賠償責任

の限度額は、金1,000万円または法令の定める最低責任限度額のいずれか高い額であります。
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② 内部監査及び監査役監査

イ 内部監査部門及び内部監査について

内部監査については、監査倫理室（計５名）が内部監査部門として担当しております。同室では、

毎年監査計画を立案して取締役会の承認を得た後、内部監査を実施します。監査結果は、監査委員

会に報告され、同委員会の指示事項も付加されて関係する部署に改善の指示がなされ、同室により

改善の進捗についてフォローアップが行われています。

　
ロ 監査役及び監査役監査について

監査役は３名（提出日現在、うち２名は社外監査役）おり、監査方針、監査計画等を定め、取締役会

等の重要な会議に出席して意見を述べ、必要に応じて提言を行っております。また、監査役は、取締

役会決議により整備される内部統制システムの基本方針について、その具体的な内部統制事項の

整備・運用状況を監視・検証しています。監査役会は月１回程度開催され（当事業年度　12回開

催）、監査役相互の情報交換を行って監査役間の意思疎通を図り、必要に応じて取締役などから情

報提供・報告を求るなど共通情報のもとに適正な監査意見の形成が図られております。

　
ハ 監査役の内部監査部門との連携

監査役は、内部監査の主管部署である監査倫理室と定期的に監査計画、実施状況等について意見交

換を行い情報の共有化に努めております。監査倫理室が内部監査を実施するときには、監査役が内

部監査部門に同行し、また相互に監査実施結果を共有するなど積極的に連携を図っております。

　
二 監査役と会計監査人の連携

監査役と会計監査人は監査計画に基づき定期的に会合を持ち、情報及び意見交換を行い、また、会

計監査人の監査現場への立会等により連携を図っております。また、監査役会は会計監査人から四

半期レビュー結果及び期末監査結果について報告を受けており、指摘・改善事項を審議して執行

部門に対して意見を述べ提言を行っています。なお、会計監査人がその職務を行う際に取締役の職

務執行に関し、不正行為等を発見した場合にも報告を受けることとしております。
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③ 社外取締役及び社外監査役

イ 社外取締役及び社外監査役の人数

当社は社外取締役を選任しておりませんが、監査役は３名中２名が「会社法第２条第16号」に定

める社外監査役であり、各監査役の独立した立場から独自の判断のもとに経営監視を行っており、

社外取締役に代替する機能を十分に果たしていると考えます。

　
ロ 社外監査役の体制

・社外監査役２名（提出日現在）による客観的・中立的監視のもと、以下の通り経営の監視機能の

面では充分に機能する体制が整っているものと判断しております。

・非常勤監査役である社外監査役１名は、弁護士として法令に関する高度な能力・見識に基づき客

観的な立場から監査を行うことができ、当社や親会社の勤務経験のない外部者の立場で取締役会

に参加することにより経営監視の実効性が高まるものであります。

・非常勤監査役である社外監査役１名は、昭和シェル石油株式会社（親会社）の兼務者であります

が、これまでの勤務経験から経営に係る知識が豊富であり、適法性監査に加え、経営課題に対する

プロセスと結果について客観的評価を行っております。

　
ハ 社外監査役と内部監査部門、会計監査人との連携

社外監査役は、月１回程度開催される監査役会の活動を通じて前記「② 内部監査及び監査役監

査」に記載の通り、内部監査部門並びに会計監査人との相互連携を図っております。特に、監査業

務の執行に当たっては内部監査部門である監査倫理室と緊密に連携を保って効率的な監査を実施

し、同部門からは監査計画及び監査結果について定期的に報告を受け、必要に応じて調査を求めて

います。また、会計監査人とは、監査計画の聴取、四半期レビュー結果の報告、期末監査結果、内部統

制監査の評価等定期的に会合を持って状況の把握、意見交換を行い、会計監査人の監査現場への立

会も行うなど常に連携を図っております。
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④ 役員報酬等

イ 役員区分毎の報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

　

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(名)基本報酬 賞与

取締役 100 100 ― 6

監査役
(社外監査役を除く。)

1 1 ― 1

社外役員 33 33 ― 3

（注）1．取締役の報酬額には、使用人兼務取締役（３名）の使用人分給与相当額25,500千円は含まれておりません。

 2．上記の取締役および監査役の支給人員には、平成23年３月28日開催の第138回定時株主総会の終結の時をもっ

て退任した取締役1名および監査役1名を含んでおります。

 3．提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等について、連結報酬等の総額が１億円以上であるものが存在しな

いため、記載しておりません。

　

ロ 役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法

　取締役の報酬については、平成７年６月29日の第122回定時株主総会にて月額16百万円以内（ただ

し、使用人分給与は含まれておりません。）と定められております。また、監査役の報酬について

は、平成６年６月29日の第121回定時株主総会にて月額４百万円以内と定められております。
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⑤ 株式の保有状況

イ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数　　　　　　　　　　　　 ６銘柄　

貸借対照表計上額の合計額　　754百万円

　

ロ 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び

保有目的

　

（前事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

石油資源開発株式会社 70,180 216石油事業遂行上の関連政策投資

電源開発株式会社 42,720 108
IPP（電力卸供給事業）共同事業
者との関係の維持強化

JFEホールディングス株式会社 1,000 2
近隣事業者との良好な関係の維持
強化

（当事業年度）

特定投資株式

銘柄
株式数
(株)

貸借対照表計上額
(百万円)

保有目的

石油資源開発株式会社 70,180 211石油事業遂行上の関連政策投資

電源開発株式会社 42,720 87
IPP（電力卸供給事業）共同事業
者との関係の維持強化

JFEホールディングス株式会社 1,000 1
近隣事業者との良好な関係の維持
強化

（注）JFEホールディングス株式会社は、貸借対照表計上額が資本金額の100分の１以下でありますが、上場株式の全銘

柄を記載しております。

　

ハ 保有目的が純投資目的である投資株式

　該当事項はありません。
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⑥　その他

イ 業務を執行した公認会計士等

　当社は、会社法及び金融商品取引法に基づく会計監査人としてあらた監査法人と契約を締結し、会

計監査を受けております。当社の会計監査業務は、同監査法人の指定社員である公認会計士　山本　

昌弘、 田邊　晴康の２名が執行しており、監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士３名、全科目

合格者４名、その他（システム監査担当者）７名となっております。

　
ロ 取締役選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使できる株主の議決権の３分１以上を有する株主

が出席しその議決権の過半数をもって行う旨及び累積投票によらないものとする旨を定款に定め

ております。

　
ハ 剰余金の配当等の機関決定

　当社は機動的な資本施策を確保するため、取締役会の決議により会社法第454条第５項に定める剰

余金の配当（中間配当）をすることができることを定款に定めております。

　
ニ 取締役の定数

　当社の取締役は20名以内とする旨を定款で定めております。

　
ホ 株主総会の特別決議要件

　当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める決議は、議決権を行使す

ることができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

① 【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

　

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 26 － 26 －

連結子会社  3 － 3 －

計 29 － 29 －

　

②　【その他重要な報酬の内容】

    該当事項はありません。

　

③　【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

    該当事項はありません。

　

④　【監査報酬の決定方針】

    該当事項はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令

第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前連結会計年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則に

基づき、当連結会計年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規則

に基づいて作成しております。

　

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

　　なお、前事業年度（平成22年１月１日から平成22年12月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成23年１月１日から平成23年12月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度(平成22年１月１日から平成

22年12月31日まで)及び前事業年度(平成22年１月１日から平成22年12月31日まで)並びに当連結会計年度

(平成23年１月１日から平成23年12月31日まで)及び当事業年度(平成23年１月１日から平成23年12月31日

まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組み

当社は以下の通り連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。

　
会計基準等の内容を適切に把握できる体制を整備するため、公益財団法人財務会計基準機構への加入、 

専門的知識を有する団体等が主催するセミナーへの参加および会計専門誌の定期購読等を行っておりま

す。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 注1
 4,372

注1
 5,561

売掛金 注1
 3,108

注1
 2,234

たな卸資産 注1, 注2
 2,328

注1, 注2
 1,822

立替揮発油税等 53,792 46,085

繰延税金資産 881 340

その他 1,647 1,440

流動資産合計 66,130 57,484

固定資産

有形固定資産

建物 注1
 6,105

注1
 6,151

減価償却累計額 △4,432 △4,501

建物（純額） 1,672 1,649

構築物 注1
 40,763

注1
 41,151

減価償却累計額及び減損損失累計額 △33,159 △33,604

構築物（純額） 7,603 7,546

油槽 24,124 24,171

減価償却累計額 △22,105 △22,378

油槽（純額） 2,019 1,793

機械及び装置 注1
 158,320

注1
 161,337

減価償却累計額及び減損損失累計額 △132,662 △137,328

機械及び装置（純額） 25,658 24,009

土地 注1
 19,430

注1
 19,430

建設仮勘定 45 180

その他 1,915 1,883

減価償却累計額 △1,599 △1,623

その他（純額） 315 260

有形固定資産合計 56,745 54,869

無形固定資産 207 145

投資その他の資産

投資有価証券 注3
 1,283

注3
 1,254

長期貸付金 2 2

繰延税金資産 1,966 2,820

その他 216 181

投資その他の資産合計 3,469 4,259

固定資産合計 60,422 59,274

資産合計 126,552 116,759
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 426 460

短期借入金 注1
 30,363

注1
 25,135

未払法人税等 95 1,080

未払揮発油税等 注1
 51,230

注1
 43,890

賞与引当金 305 310

役員賞与引当金 8 6

その他 5,269 6,017

流動負債合計 87,699 76,901

固定負債

長期借入金 注1
 8,287

注1
 6,551

長期未払金 717 717

退職給付引当金 1,956 2,043

特別修繕引当金 2,061 1,992

修繕引当金 1,664 4,079

役員退職慰労引当金 19 14

資産除去債務 － 40

その他 115 67

固定負債合計 14,821 15,506

負債合計 102,521 92,407

純資産の部

株主資本

資本金 8,415 8,415

資本剰余金 4,687 4,687

利益剰余金 8,829 9,004

自己株式 △3 △3

株主資本合計 21,928 22,103

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 129 122

その他の包括利益累計額合計 129 122

少数株主持分 1,973 2,125

純資産合計 24,031 24,351

負債純資産合計 126,552 116,759
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高 35,743 31,756

売上原価 30,848 28,302

売上総利益 4,894 3,453

販売費及び一般管理費 注1
 1,604

注1
 1,558

営業利益 3,290 1,894

営業外収益

受取利息 4 4

受取配当金 19 5

受取保証料 11 16

業務受託料 － 7

その他 25 13

営業外収益合計 60 48

営業外費用

支払利息 358 312

固定資産処分損 注2
 205

注2
 10

基地利用料 46 49

その他 30 29

営業外費用合計 640 402

経常利益 2,709 1,540

特別利益

前期損益修正益 注3
 115

注3
 26

特別修繕引当金戻入額 － 62

その他 － 2

特別利益合計 115 90

特別損失

前期損益修正損 注4
 12 －

投資有価証券売却損 134 －

ゴルフ会員権評価損 － 24

事業整理損 － 29

固定資産撤去費用 78 －

休止費用 － 7

その他 22 2

特別損失合計 248 64

税金等調整前当期純利益 2,576 1,566

法人税、住民税及び事業税 153 1,029

法人税等調整額 889 △292

法人税等合計 1,043 737

少数株主損益調整前当期純利益 － 828

少数株主利益 140 156

当期純利益 1,392 672
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 828

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △6

その他の包括利益合計 － 注2
 △6

包括利益 － 注1
 822

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 666

少数株主に係る包括利益 － 156
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,415 8,415

当期末残高 8,415 8,415

資本剰余金

前期末残高 4,687 4,687

当期末残高 4,687 4,687

利益剰余金

前期末残高 7,934 8,829

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,392 672

当期変動額合計 895 175

当期末残高 8,829 9,004

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

前期末残高 21,033 21,928

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,392 672

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 894 175

当期末残高 21,928 22,103

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 184 129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55 △6

当期変動額合計 △55 △6

当期末残高 129 122

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 184 129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55 △6

当期変動額合計 △55 △6
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当期末残高 129 122

少数株主持分

前期末残高 1,833 1,973

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 140 152

当期変動額合計 140 152

当期末残高 1,973 2,125

純資産合計

前期末残高 23,051 24,031

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,392 672

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 84 145

当期変動額合計 979 320

当期末残高 24,031 24,351
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,576 1,566

減価償却費 5,565 6,006

有形固定資産除却損 205 11

引当金の増減額（△は減少） △29 4

退職給付引当金の増減額（△は減少） 135 86

修繕引当金の増減額（△は減少） △2,857 2,415

特別修繕引当金の増減額（△は減少） △5 △69

受取利息及び受取配当金 △23 △10

支払利息 358 312

投資有価証券売却損益（△は益） 134 －

ゴルフ会員権評価損 － 24

売上債権の増減額（△は増加） △2,203 873

たな卸資産の増減額（△は増加） 257 556

立替揮発油税等の増減額（△は増加） △6,966 7,707

仕入債務の増減額（△は減少） 83 33

未払費用の増減額（△は減少） △1,611 △127

未払消費税等の増減額（△は減少） 501 777

未払揮発油税等の増減額（△は減少） 6,635 △7,340

その他 292 110

小計 3,046 12,941

利息及び配当金の受取額 22 10

利息の支払額 △368 △322

法人税等の支払額 △399 △83

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,300 12,546

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △8,230 △3,917

無形固定資産の取得による支出 △20 △15

投資有価証券の売却による収入 354 －

その他 △90 △8

投資活動によるキャッシュ・フロー △7,987 △3,942

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 7,700 △5,400

長期借入金の返済による支出 △2,048 △1,563

配当金の支払額 △497 △497

少数株主への配当金の支払額 － △4

その他 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 5,153 △7,465

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △533 1,138

現金及び現金同等物の期首残高 5,468 4,935

現金及び現金同等物の期末残高 注1
 4,935

注1
 6,073
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　 ２社

連結子会社の名称

株式会社ジェネックス

東亜テックス株式会社

 

１　連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数　 　２社

連結子会社の名称

　　　　同左

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

扇島石油基地株式会社

 
＜持分法を適用しない理由＞

持分法非適用会社は、当期純損益(持分に見合

う額)及び利益剰余金等(持分に見合う額)に及

ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重

要性がないため持分法の適用から除外してお

ります。

 

２　持分法の適用に関する事項

　(1) 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社

　　　　　　　同左

 
＜持分法を適用しない理由＞

　　　　　 同左

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の決算日は、連結決算日と

一致しております。

 

３　連結子会社の事業年度等に関する事項

同左

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの・・・連結会計年度末日の

市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法に

より算定）

４　会計処理基準に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券　　　　　　　

時価のあるもの・・・同左

 

時価のないもの・・・移動平均法による原

価法

時価のないもの・・・同左

②たな卸資産

　　　補助材料、貯蔵品は移動平均法による原価法

　　　（収益性の低下による簿価切下げの方法）に

      よっております。

 

②たな卸資産

　　              　 同左
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前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　(ア)リース資産以外の有形固定資産

　　定額法を採用しております。

 
　　　（会計方針の変更）

   当社のリース資産以外の有形固定資産の減

価償却の方法については、従来、定率法（た

だし、平成10年4月1日以降に取得した建物

（建物附属設備は除く）については定額

法）を採用しておりましたが、当連結会計年

度より定額法に変更しております。        

  従来は、事業変化に対応した投下資本の早期

回収と、技術革新等を原因とする設備の陳腐

化への対応を考慮して、早期に減価償却費を

計上し保守的な会計処理ができる定率法を

採用しておりました。しかし、昨今の石油事

業をとりまく経済環境の変化を受け、石油精

製事業の構造改革を推進するために、中長期

計画見直しの一環として、当社の石油精製設

備の減価償却の方法を再度検討いたしまし

た。

  この結果、近年では現有設備の維持を目的と

した投資が大半を占めたことに伴い、投資の

早期回収の必要性が低下したことや、石油精

製設備を長期安定的に利用することにより、

投資効果や収益に安定的に貢献することが

見込まれることから、取得原価を耐用年数に

わたって均等配分することにより費用と収

益の対応を図ることが可能となり、また、当

社の石油精製設備の減価償却の方法を、親会

社である昭和シェル石油株式会社が採用す

る定額法に統一することにより、当社グルー

プの経営実態をより的確に反映するため、有

形固定資産の減価償却の方法を定額法へ変

更いたしました。 

  この変更により、従来の方法によった場合と

比較して営業利益は1,995百万円、経常利益

は、1,991百万円、税金等調整前当期純利益は

1,990百万円増加しております。

  なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産

　(ア)リース資産以外の有形固定資産

　　定額法を採用しております。

 
―――――――――

（イ）リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。

なお、リース取引開始日が平成20年12月31日

以前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を採用しております。

（イ）リース資産　

　　　　　　　　同左

②無形固定資産

定額法によっております。

なお、当社グループ利用のソフトウェアにつ

いては、当社グループ内における利用可能期

間(５年)に基づいております。

②無形固定資産

　同左
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　 前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、 一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

なお、当連結会計年度末においては、過去の貸

倒実績及び回収不能と見込まれる債権残高が

ないため、計上しておりません。

　(3) 重要な引当金の計上基準

　　①貸倒引当金

 同左

 

 

 

 

　　②賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充て

るため、支給見込額に基づき計上しておりま

す。

　　②賞与引当金

同左

　　　③役員賞与引当金

役員の賞与支給に充てるため、支給見込額に

基づき計上しております。

　　　③役員賞与引当金

同左

　　④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上して

おります。なお、会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理しております。

また、数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期

間以内の一定の年数 (14年) による均等額

を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用

処理しております。

　　　　④退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務及び年金資産

の見込額に基づき当連結会計年度末におい

て発生していると認められる額を計上して

おります。なお、会計基準変更時差異は、15年

による均等額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数 (14年) による均等額を、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し

ております。

過去勤務債務の額は、発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による均等額を費用処理しております。

　　　⑤役員退職慰労引当金

連結子会社の役員退職慰労金の支給に充て

るため、内規に基づく当連結会計年度末の要

支給額を計上しております。

　　　⑤役員退職慰労引当金

同左

⑥特別修繕引当金

消防法により定期開放点検が義務づけられた

油槽に係る点検修繕費用の支出に備えるた

め、支出実績に基づき開放点検修繕費用を見

積り、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

　　　⑥特別修繕引当金

同左

⑦修繕引当金

機械装置に係る定期修繕費用の支出に備え

るため、支出実績に基づき定期修繕費用を見

積り、当連結会計年度末において発生してい

ると認められる額を計上しております。

⑦修繕引当金

同左
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　 前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を

満たしておりますので、特例処理を採用して

おります。

　(4) 重要なヘッジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法

同左

 

②ヘッジ手段とヘッジ対象

当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッ

ジ手段とヘッジ対象は以下のとおりでありま

す。

ヘッジ手段…金利スワップ

ヘッジ対象…借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 

 

③ヘッジ方針

変動金利による借入金に対する金利相場の変

動リスクを回避することを目的としており、

投機的な取引は行っておりません。

③ヘッジ方針

同左

 

④ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理が認めら

れる条件をすべて満たしているため、その判

定をもって有効性の評価に代えております。

 
―――――――――

④ヘッジ有効性評価の方法

同左

 

  (5) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金

　　　の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。　

 
　(5) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方

式によっております。

 

　(6) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

　消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　　　　　同左

５　連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全

面時価評価法によっております。

 

              ―――――――――

 

６　連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスクしか負わ

ない取得日から3ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。　

 

　　　　　　　―――――――――
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【会計方針の変更】

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

───────── (資産除去債務に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用しており

ます。

この変更による損益への影響はありません。

　

　
　
【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(連結損益計算書)

 
前連結会計年度において営業外収益「その他」に含め

て表示しておりました「受取配当金」(前連結会計年度

16百万円)及び「受取保証料」(前連結会計年度10百万

円)は、営業外収益合計の10/100を超えることとなったた

め、当連結会計年度において区分掲記することといたし

ました。

(連結損益計算書)

 
　当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づ

き、財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

21年３月24日　内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損

益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

　

　

　
【追加情報】

　

前連結会計年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

――――――――― 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用

しております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金

額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合

計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

　

(連結貸借対照表関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

 

(注１) 担保に供している資産

　(1) 下記の資産は工場財団、設備建設資金等のため、長

期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）

8,170百万円の担保に供しております。 

預金 3,608百万円

売掛金 1,320

貯蔵品 78

建物 485

構築物 621

機械及び装置 12,303

計 18,418

 

 

(注１) 担保に供している資産

　(1) 下記の資産は工場財団、設備建設資金等のため、長

期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）

6,607百万円の担保に供しております。 

預金 4,751百万円

売掛金 1,314

貯蔵品 75

建物 470

構築物 558

機械及び装置 10,868

計 18,038

 
　(2) 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネック

スの借入金に対して以下の資産を担保に供しており

ます。 

㈱ジェネックスの株式 1,680百万円

㈱ジェネックスに対する長期

貸付金 2,520百万円

 

　(2) 上記の他に当社は連結子会社である㈱ジェネック

スの借入金に対して以下の資産を担保に供しており

ます。 

㈱ジェネックスの株式 1,680百万円

㈱ジェネックスに対する長期

貸付金 2,520百万円

 
　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の納

期限延長のため、土地6,660百万円を、延納税額　　　　　

　　　　25,322百万円の担保に供しております。　 

 

　(3) 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の納

期限延長のため、土地6,660百万円を、延納税額　　　　　

　　　　22,415百万円の担保に供しております。　 

 
(注２)　たな卸資産の内訳

　　商品及び製品　　　　　　　　　　　 0百万円

　　原材料及び貯蔵品　　　 　　　  2,327百万円

 

(注２)　たな卸資産の内訳

　　商品及び製品　　　　　　　　　　　 0百万円

　　原材料及び貯蔵品　　　 　　　  1,821百万円

 
(注３) 非連結子会社及び関連会社に対するものは以下

のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　　　　500百万円

　

(注３) 非連結子会社及び関連会社に対するものは以下

のとおりであります。

投資有価証券（株式）　　　 　　 500百万円

　
 ※    偶発債務

　(保証債務）

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して

　　 26百万円の保証を行っております。

 

 ※    偶発債務

　(保証債務）

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して

　　 17百万円の保証を行っております。
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(連結損益計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

（注1）　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ

び金額は以下のとおりであります。

給与手当 552百万円

租税公課 196

役員報酬 170

賞与引当金繰入額 205

退職給付費用 75

役員退職慰労引当金繰入額 1

役員賞与引当金繰入額 7

 

（注1）　販売費及び一般管理費のうち、主要な費目およ

び金額は以下のとおりであります。

給与手当 448百万円

租税公課 228

役員報酬 146

賞与引当金繰入額 272

退職給付費用 74

役員退職慰労引当金繰入額 1

役員賞与引当金繰入額 6

 
（注2）　固定資産処分損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 0百万円

構築物 1

機械及び装置 193

油槽 5

その他 4

 

（注2）　固定資産処分損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 2百万円

構築物 2

機械及び装置 2

油槽 0

その他 3

 
（注3）　前期損益修正益の内訳は以下のとおりであり　

ます。

　
ＰＣＢ処理費用戻入額 74百万円

業務委託料精算額 34

水域占用料修正額 5

５地区土地賃貸料修正額 0

　 　

（注3）　前期損益修正益の内訳は以下のとおりであり　

ます。

　
固定資産撤去費用修正額 21百万円

業務委託料精算額 4

　 　

　 　

　 　

（注4）　前期損益修正損の内訳は以下のとおりであり　

ます。

　
関係会社事業整理損失修正額 12百万円

　

―――――――――
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

 

　（注1）当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益

 　　親会社株主に係る包括利益　1,337百万円　　

     少数株主に係る包括利益　　　140百万円

　　　――――――――――――――――――――――

　　 計　　　　　　　　　　　　1,477百万円

　
　　 （注2）当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益

　　 その他有価証券評価差額金　 △55百万円

　

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

 1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 124,435,000― ― 124,435,000

　 　 　 　 　

 2.　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 19,350 2,471 ― 21,821

　（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　　 　　  　2,471株

　

 3.　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　　　　平成22年３月25日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　  ①配当金の総額　　　　     497百万円

　　　　②１株当たり配当額　　　　       4円

　　　　③基準日　　　　　　平成21年12月31日

　　　　④効力発生日　　　　平成22年３月26日　

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　平成23年３月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　　①配当金の総額　　　　    497百万円

　　　　②配当の原資　　　　　 　利益剰余金

　　　　③１株当たり配当額 　　　 　   ４円

　　　　④基準日　　　　　 平成22年12月31日

　　　　⑤効力発生日　　　 平成23年３月29日　
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当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

 1.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 124,435,000― ― 124,435,000

　 　 　 　 　

 2.　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 21,821 158 ― 21,979

　（変動事由の概要）

　増加数の内訳は、次の通りであります。

　　単元未満株式の買取による増加　　　 　　  　  158株

　

 3.　配当に関する事項

　(1)配当金支払額

　　　　平成23年３月28日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　  ①配当金の総額　　　　     497百万円

　　　　②１株当たり配当額　　　　      ４円

　　　　③基準日　　　　　　平成22年12月31日

　　　　④効力発生日　　　　平成23年３月29日　

　(2)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

　　　　平成24年３月26日開催の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

　　　　①配当金の総額　　　　    497百万円

　　　　②配当の原資　　　　　 　利益剰余金

　　　　③１株当たり配当額 　　　 　   ４円

　　　　④基準日　　　　　 平成23年12月31日

　　　　⑤効力発生日　　　 平成24年３月27日　

　

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(注１)　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 
現金及び預金勘定 4,372百万円

預け金勘定 562

現金及び現金同等物 4,935

 

(注１)　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

 
現金及び預金勘定 5,561百万円

預け金勘定 512

現金及び現金同等物 6,073
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(リース取引関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
  至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
　至　平成23年12月31日)

リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引

　 　 　 　 　 　
（借主側） 　 　 （借主側） 　 　
１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　 相当額及び期末残高相当額 

 
　 相当額及び期末残高相当額

 

　 車両運搬具 　 　 車両運搬具 　
　 (百万円) 　 　 (百万円) 　

取得価額相当額 93 　 取得価額相当額 93 　
減価償却累計額相当額 74 　 減価償却累計額相当額 88 　
期末残高相当額 18 　 期末残高相当額 5 　

　 　 　 　 　 　
　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残 　　なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残

　  高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い 　 高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

　  ため、支払利子込み法により算定しております。 　 ため、支払利子込み法により算定しております。

　 　 　 　 　 　
 ２ 未経過リース料期末残高相当額  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

1年以内 13百万円　 1年以内 5百万円　
1 年 超  5 　 1 年 超  - 　
合 計 18 　 合 計  5 　

　　  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過 　　  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過

　   リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占　   リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

　　 める割合が低いため、支払利子込み法により算定し 　　 める割合が低いため、支払利子込み法により算定し

　　 ております。 　　 ております。

　 　 　 　 　 　
 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額  ３ 支払リース料及び減価償却費相当額

　 　支払リース料 13百万円　 　 　支払リース料 13百万円　
　　 (減価償却費相当額) 　　 (減価償却費相当額)

　 　 　 　 　 　
 ４ 減価償却費相当額の算定方法  ４ 減価償却費相当額の算定方法

　    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする 同左

　   定額法によっております。 　
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(金融商品関係)

　

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

１  金融商品の状況に関する事項

　
　(1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、主に石油事業及び電気事業を行うための設備投資計画に照らして必要な資金を調

達しております。

　一時的な余資は、短期的な預金等で運用し、また、短期的な運転資金は親会社からのグループファイナ

ンス等により調達しております。

　デリバティブ取引に関しては、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク　

売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、短期的に決済される取引条件と

なっております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、時価のある上場株式は、市場価格の変

動リスクに晒されております。

　買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資資金及び運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は一部の長期借入

金を除き決算日後５年以内であります。このうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてい

るため、デリバティブ取引を利用してヘッジしております。

　当社グループが利用しているデリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクを固定化する

ことを目的とした金利スワップ取引であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制　　　

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理する等によって財務状況等の

悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクはほとんど

ないと判断しております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

す。また、借入金に係る支払金利の変動リスクをヘッジするために、金利スワップ取引を利用しており

ます。デリバティブ取引については、当社グループの「決裁権限規程」に基づき決裁権限者の承認を得

ております。

 ③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、必要な手元流動性を維持することな

どにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している為、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が変動することがあります。

　また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　
２  金融商品の時価等に関する事項

平成22年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 4,372 4,372 ─

(2) 立替揮発油税等 53,792 53,792 ─

資産計 58,165 58,165 ─

(1) 短期借入金 30,363 30,363 ─

(2) 未払揮発油税等 51,230 51,230 ─

(3) 長期借入金 8,287 8,309 22

負債計 89,881 89,903 22

デリバティブ取引 ─ ─ ─

　
(注１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
　

資  産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(2)立替揮発油税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負  債

(1) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　
(2)未払揮発油税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象となっており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。「デリバティブ取引関係」注記

をご参照ください。

　
(注２)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 4,372 ─ ─ ─

立替揮発油税等 53,792 ─ ─ ─

合計 58,165 ─ ─ ─

　
(注３)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

　
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 1,735 1,735 1,587 1,549 1,680

合計 1,735 1,735 1,587 1,549 1,680

　
(追加情報)　

当連結会計年度から「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号 平成20年３月10日)及び「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号 平成20年３月10日)を適用して

おります。
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当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

１  金融商品の状況に関する事項

　
　(1) 金融商品に対する取組方針

 当社グループは、主に石油事業及び電気事業を行うための設備投資計画に照らして必要な資金を調

達しております。

　一時的な余資は、短期的な預金等で運用し、また、短期的な運転資金は親会社からのグループファイナ

ンス等により調達しております。

　デリバティブ取引に関しては、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

　(2) 金融商品の内容及びそのリスク　

売掛金及び未収入金は、顧客の信用リスクに晒されておりますが、短期的に決済される取引条件と

なっております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、時価のある上場株式は、市場価格の変

動リスクに晒されております。

　買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。

　借入金は、主に設備投資資金及び運転資金の調達を目的としたものであり、返済日は一部の長期借入

金を除き決算日後５年以内であります。このうち変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されてい

るため、デリバティブ取引を利用してヘッジしております。

　当社グループが利用しているデリバティブ取引は、借入金に係る支払金利の変動リスクを固定化する

ことを目的とした金利スワップ取引であります。

　(3) 金融商品に係るリスク管理体制　　　

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

当社グループは、営業債権について、取引先ごとに期日及び残高を管理する等によって財務状況等の

悪化による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

　デリバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高い国内の銀行であるため、信用リスクはほとんど

ないと判断しております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ごとに時価の把握を行っておりま

す。また、借入金に係る支払金利の変動リスクをヘッジするために、金利スワップ取引を利用しており

ます。デリバティブ取引については、当社グループの「決裁権限規程」に基づき決裁権限者の承認を得

ております。

 ③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、財務部門が適時に資金繰計画を作成・更新し、必要な手元流動性を維持することな

どにより、流動性リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用している為、異なる前提条

件等によった場合、当該価額が変動することがあります。

　また、「デリバティブ取引関係」注記におけるデリバティブ取引に関する契約額等については、その

金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示すものではありません。

　
２  金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。
(単位：百万円)

　
連結貸借対照表
計上額

時価 差額

(1) 現金及び預金 5,561 5,561 ―

(2) 立替揮発油税等 46,085 46,085 ―

資産計 51,646 51,646 ―

(1) 短期借入金 25,135 25,135 ―

(2) 未払揮発油税等 43,890 43,890 ―

(3) 長期借入金 6,551 6,578 26

負債計 75,578 75,604 26

デリバティブ取引 ― ― ―

　
(注１)金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
　

資  産

(1) 現金及び預金

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっており

ます。

　
(2)立替揮発油税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

負  債

(1) 短期借入金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

　
(2)未払揮発油税等

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。
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(3) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっております。変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の

対象となっており、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計を、同様の借入を行った場

合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されて

いるため、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。「デリバティブ取引関係」注記

をご参照ください。

　
(注２)金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内
１年超
５年以内

５年超
10年以内

10年超

現金及び預金 5,561 ― ― ―

立替揮発油税等 46,085 ― ― ―

合計 51,646 ― ― ―

　
(注３)長期借入金の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

　
１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 1,735 1,587 1,549 560 1,120

合計 1,735 1,587 1,549 560 1,120
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(有価証券関係)

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

１  その他有価証券で時価のあるもの(平成22年12月31日)

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得価額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

  株式 328 110 217

合計 328 110 217

　

２  当連結会計年度中に売却したその他有価証券(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　
　　　　　　　　　　　　(単位：百万円)

区分 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

  株式 354 20 155

合計 354 20 155

　

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　

１  その他有価証券で時価のあるもの(平成23年12月31日)

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額 取得価額 差額

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

　 　 　

  株式 211 8 202

小計 211 8 202

連結貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの
 
  株式

 
 

88

 
 

101

 
 

△12

小計 88 101 △12

合計 300 110 190
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(デリバティブ取引関係)

  前連結会計年度(平成22年12月31日)

　

   ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 4,902 3,964 （注）

  支払固定・
  受取変動

　    (注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

  当連結会計年度(平成23年12月31日)

　

   ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(単位：百万円)
ヘッジ会計
の方法

デリバティブ
取引の種類等

主なヘッジ対象 契約額等
契約額のうち
１年超

時価

金利スワップ
の特例処理

金利スワップ取引
長期借入金 3,964 2,923 （注）

  支払固定・
  受取変動

　    (注) 金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は当該長期借入金の時価に含めて記載しております。
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(退職給付関係)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適
格退職年金制度及び退職一時金制度を設けており
ます。

　　なお、当社は第100期より勤続10年以上の従業員の
退職金の50％相当分については適格退職年金制度
に移行しております。

　　また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う
場合があります。

１　採用している退職給付制度の概要

　　当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として退
職給付企業年金制度及び退職一時金制度を設けて
おります。なお、当社は当連結会計年度に退職給付
制度の改定を行い、適格退職年金制度を廃止し確定
給付企業年金制度に移行しております。
　また、従業員の退職等に際して、退職給付会計に準
拠した数理計算による退職給付債務の対象とされ
ない割増退職金を支払う場合があります。

　 　

２　退職給付債務に関する事項(平成22年12月31日)

(1) 退職給付債務 △5,435百万円

(2) 年金資産 2,148

(3) 未積立退職給付債務((1)＋(2))△3,286

(4) 会計基準変更時差異の

未処理額
498

(5) 未認識数理計算上の差異 831

(6) 連結貸借対照表計上額純額

((3)＋(4)＋(5))
△1,956

(7) 退職給付引当金(6) △1,956
 

２　退職給付債務に関する事項(平成23年12月31日)

(1) 退職給付債務 △5,401百万円

(2) 年金資産 2,035

(3) 未積立退職給付債務 △3,366

(4) 会計基準変更時差異の

未処理額
381

(5) 未認識数理計算上の差異

(6) 未認識過去勤務債務(債務の

    増額)

966
 

△25

(7) 連結貸借対照表計上額純額

((3)＋(4)＋(5)＋(6))
△2,043

(8) 退職給付引当金(7) △2,043
 

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 278百万円

(2) 利息費用 91

(3) 期待運用収益 △98

(4) 会計基準変更時差異の

費用処理額
117

(5) 未認識数理計算上の差異の

費用処理額
81

(6) 退職給付費用

((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5))
470

 

３　退職給付費用に関する事項

(1) 勤務費用 287百万円

(2) 利息費用 79

(3) 期待運用収益 △139

(4) 会計基準変更時差異の

費用処理額
117

(5) 未認識数理計算上の差異の費

用処理額

(6) 過去勤務債務の費用処理額

96

 
△0

(7) 退職給付費用

((1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6))
440

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の

期間配分方法
期間定額基準

(2) 割引率 1.50％　
(3) 期待運用収益率

(4) 数理計算上の差異の処理年数

4.50％

14年
　

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数による定額法により、翌

連結会計年度から費用処理することとし

ております。)

(5) 会計基準変更時差異の

処理年数
　15年

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1) 退職給付見込額の

期間配分方法
期間定額基準

(2) 割引率 1.50％　
(3) 期待運用収益率

(4) 数理計算上の差異の処理年数

6.50％

   14年
　

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により、翌連結

会計年度から費用処理することとしてお

ります。)

(5) 過去勤務債務の額の処理年数　    14年

(発生時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数による定額法により、当連結

会計年度より費用処理しております。)

(6) 会計基準変更時差異の

　　 処理年数

  15年
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(税効果会計関係)

　
前連結会計年度
(平成22年12月31日)

当連結会計年度
(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 
繰延税金資産

 
　　流動資産 　
　　　未払事業税 33百万円

　　　未払事業所税 15
 

　　　賞与引当金

　　　固定資産撤去費用否認

124
 

31

　　　その他 676

　　流動資産計 881

　　固定資産 　

　　　特別修繕引当金 287

　　　退職給付引当金 794

　　　修繕引当金 664

　　　その他 846

　　固定資産計 2,593

　繰延税金資産小計 3,475

　　 評価性引当額 △539

　繰延税金資産計 2,936
　 　
　 　

　繰延税金負債 　

　　　その他有価証券評価差額金 △88

　繰延税金負債計 △88

　繰延税金資産の純額 2,847

 
 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 
繰延税金資産

 
　　流動資産 　
　　　未払事業税 92百万円

　　　未払事業所税 12
 

　　　賞与引当金

　　　その他

126
 

109

　　流動資産計 340

　　固定資産 　

　　　特別修繕引当金 214

　　　退職給付引当金 766

　　　修繕引当金 1,612

　　　その他 750

　　固定資産計 3,344

　繰延税金資産小計 3,685

　　 評価性引当額 △456

　繰延税金資産計 3,228

　
　
　

　

　 　

　繰延税金負債 　

　　　その他有価証券評価差額金 △67

　繰延税金負債計 △67

　繰延税金資産の純額 3,160

 
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

 
     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

 
　　　法定実効税率 40.6%　

　　　評価性引当額

　　　税率変更による期末繰延

　　　税金資産の減額修正

　　　その他

△1.1
 

8.3
 

△0.7

　

　　　税効果会計適用後の法人

　　　税等負担率
47.1%　
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前連結会計年度

　（平成22年12月31日)

当連結会計年度

（平成23年12月31日)

―――――――――

 
 

３  法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

  金負債の修正額

　
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るた

めの所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律

第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策

を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度より

法人税率が変更されることになりました。これに伴い、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実

効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通

りとなります。

平成24年12月31日まで　40.6％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで　38.0％

平成28年１月１日以降　35.6％

この税率の変更により、当連結会計年度に計上された繰

延税金資産の純額が129百万円減少し、法人税等調整額の

金額が129百万円増加しております。
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（セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

　

　
石油事業

（百万円）

電気事業

（百万円）

計

（百万円）

消去又は全社

（百万円）

連結

（百万円）

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売　　　　上　　　　高
　 　 　 　 　

(1)外部顧客に対する売上高 26,508 9,23435,743 ― 35,743

(2)セグメント間の内部売上高又は振替高 1,576 3,084 4,661 (4,661)―

計 28,08512,31940,405 (4,661)35,743

営　　業　　費　　用 25,82611,28837,114 (4,661)32,452

営 　 業 　 利　  益 2,259 1,030 3,290 ― 3,290

Ⅱ　資産、減価償却費及び資本的支出 　 　 　 　 　

資産 112,35018,957131,307 (4,754)126,552

減価償却費 4,010 1,574 5,585 ― 5,585

資本的支出 7,098 367 7,465 ― 7,465

　

(注)１　事業の区分は、事業活動の系列及び市場の類似性を考慮して区分しております。　

２　各区分の主な製品

(1)石油事業・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

(2)電気事業・・・電気、蒸気等の供給

３　営業費用のうち、消去又は全社項目に含めた配賦不能営業費用はありません。

４　資産のうち、消去又は全社項目に含めた全社資産（818百万円）の主なものは連結子会社の現金及び預金でありま

す。

５　減価償却費および資本的支出には、長期前払費用とその償却額が含まれております。

６　当社は、当連結会計年度よりリース資産以外の有形固定資産について、減価償却方法を定率法から定額法に変更し

ております。

これにより、従来の方法によった場合と比較して、当連結会計年度における石油事業の営業費用は1,995百万円減

少し、営業利益は同額増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

本邦以外の国または地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

海外売上高がないため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務諸表が入手可能であり、取締役

会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであり

ます。

　当社グループは、石油精製事業、電力卸供給事業を主な事業とし、「石油事業」と「電気事業」の２つを報

告セグメントとしております。

　各報告セグメントに属する主な製品又は事業内容は次のとおりであります。

　

  　「石油事業」・・・ガソリン、灯油、軽油、重油等の精製

　　「電気事業」・・・電気、蒸気等の供給

　

　

２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場

実勢価格に基づいております。

　

　

３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自  平成22年１月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1,2

連結財務諸表計
上額
(注)3石油事業 電気事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 26,508 9,234 35,743 ― 35,743

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,576 3,084 4,661 △4,661 ―

計 28,085 12,319 40,405 △4,661 35,743

セグメント利益 2,259 1,030 3,290 ― 3,290

セグメント資産 112,350 18,957 131,307 △4,754 126,552

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 4,003 1,561 5,565 ― 5,565

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

7,098 367 7,465 ― 7,465

  (注) １ 調整額は主としてセグメント間取引消去であります。

　 ２ セグメント資産のうち、調整額に含めた全社資産（818百万円）の主なものは連結子会社の

　　　現金及び預金であります。

   ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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当連結会計年度(自  平成23年１月１日  至  平成23年12月31日)

　 　 　 　 (単位：百万円)

　

報告セグメント
調整額
(注)1,2

連結財務諸表計
上額
(注)3石油事業 電気事業 計

売上高 　 　 　 　 　

  外部顧客への売上高 21,214 10,542 31,756 ― 31,756

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

1,685 3,209 4,895 △4,895 ―

計 22,899 13,752 36,651 △4,895 31,756

セグメント利益 829 1,065 1,894 ― 1,894

セグメント資産 102,707 18,738 121,445 △4,685 116,759

その他の項目 　 　 　 　 　

  減価償却費 4,483 1,522 6,006 ― 6,006

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

4,085 10 4,095 ― 4,095

  (注) １ 調整額は主としてセグメント間取引消去であります。

   ２ セグメント資産のうち、調整額に含めた全社資産（858百万円）の主なものは連結子会社の

　
　　　現金及び預金であります。

   ３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

　

(追加情報)

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月

27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成

20年３月21日）を適用しております。
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【関連情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１  製品及びサービスごとの情報

　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

　　　本邦以外の外部顧客への売上高がないため、該当事項はありません。

(2) 有形固定資産

　　　本邦以外に所在している有形固定資産がないため、該当事項はありません。

　
３  主要な顧客ごとの情報

　 　 (単位：百万円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

昭和シェル石油㈱ 21,130 石油事業

東京電力㈱ 10,515 電気事業

　

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　　　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　　　該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

　　該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

前連結会計年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

１　関連当事者との取引

① 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
昭和シェル石油

㈱
東京都港区 34,197

石油事
業他

(被所有)
直接
50.15

石油精製
受委託取引
役員の兼任
・転籍

受託精製料（1） 26,388売掛金 2,107

燃料購買（2） 2,682買掛金 394

賃借料（3） 3,336未払費用 269

揮発油税等（4） 147,098
立替揮発

油税等
53,792

資金の借入（5） 7,700短期借入金 28,800

支払利息 （5） 90未払利息 0

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社と昭和シェル石油㈱とは石油精製の受委託契約を締結しており、受託料は協議により決定しており

ます。

(2) 当社は、昭和シェル石油㈱より㈱ジェネックス向けの燃料を仕入れ、取引価格は市況を勘案し決定してお

ります。

(3) 当社は、昭和シェル石油㈱が所有する川崎製油所の運営を承継し、賃借料には年度協議により決定してお

ります。

(4) 立替揮発油税等については、当社より出荷し、昭和シェル石油㈱が販売している石油製品に係る税金の立

替であり、揮発油税法に定める支払条件と同様であります。

    なお、川崎南税務署への揮発油税および地方揮発油税の納期限延長のために担保（17,296百万）の提供

を受けております。

(5) 昭和シェル石油㈱の運営するCMS（キャッシュ・マネージメント・サービス）に参加して、資金の貸借取

引を行っております。取引金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社 扇島石油基地㈱
神奈川県
横浜市
鶴見区

10石油事業
(所有)
直接
50

原油の
受入業務
委託

役員の兼任
・転籍

基地利用料（1） 46未払費用 2

資金の貸付（2） 90短期貸付金 280

受取利息（2）
 

施設撤去費用(3)

4
 

12

未収利息
 

長期未払金

3
 

717

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社は、出資比率に応じた設備の利用権を保有しており、利用料は年度協議により決定しております。

(2) 貸付金に対する受取利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。

(3) 施設撤去費用の積算額に基づき、出資比率に応じて決定しております。

　　(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお

　　　　ります。

　

② 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

昭和シェル石油㈱（東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。
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当連結会計年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

１　関連当事者との取引

① 連結財務諸表提出会社と関連当事者の取引

(ア) 連結財務諸表提出会社の親会社及び主要株主(会社等に限る)等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
昭和シェル石油

㈱
東京都港区 34,197

石油事
業他

(被所有)
直接
50.15

石油精製
受委託取引
役員の兼任
・転籍

受託精製料（1） 21,130売掛金 1,187

燃料購買（2） 2,912買掛金 426

賃借料（3） 2,120未払費用 44

揮発油税等（4） 154,928
立替揮発

油税等
46,085

資金の借入（5） △5,400短期借入金 23,400

支払利息 （5） 75　 　

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社と昭和シェル石油㈱とは石油精製の受委託契約を締結しており、受託料は協議により決定しており

ます。

(2) 当社は、昭和シェル石油㈱より㈱ジェネックス向けの燃料を仕入れ、取引価格は市況を勘案し決定してお

ります。

(3) 当社と昭和シェル石油㈱とは設備・土地を賃借する賃貸借契約を締結しており、賃貸料は年度協議によ

り決定しております。

(4) 立替揮発油税等については、当社より出荷し、昭和シェル石油㈱が販売している石油製品に係る税金の立

替であり、揮発油税法に定める支払条件と同様であります。

    なお、川崎南税務署への揮発油税および地方揮発油税の納期限延長のために担保（17,296百万）の提供

を受けております。

(5) 昭和シェル石油㈱の運営するCMS（キャッシュ・マネージメント・サービス）に参加して、資金の貸借取

引を行っております。取引金利については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。

(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。
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(イ) 連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

　

種類
会社等の名称
又は氏名

所在地
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有

(被所有)割合
(％)

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

関連会社 扇島石油基地㈱
神奈川県
横浜市
鶴見区

10石油事業
(所有)
直接
50

原油の
受入業務
委託

役員の兼任
・転籍

 基地利用料（1） 49未払費用 0

 受取利息（2） 4 短期貸付金 280

　
　

　

　
　

　

未収利息
 

長期未払金

3
 

717

取引条件及び取引条件の決定方針等

(1) 当社は、出資比率に応じた設備の利用権を保有しており、利用料は年度協議により決定しております。

(2) 貸付金に対する受取利息については、市場金利を勘案し合理的に決定しております。
　

　　(注)　上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示してお

　　　　ります。

　

② 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

(1) 親会社情報

昭和シェル石油㈱（東京証券取引所に上場）

　

(2) 重要な関連会社の要約財務情報

該当事項はありません。

　

(１株当たり情報)

　

前連結会計年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

1株当たり純資産額 177.30円1株当たり純資産額 178.65円

1株当たり当期純利益 11.19円1株当たり当期純利益 5.41円

　

 (注)　1　潜在株式調整後1株当たり当期純利益については潜在株式がないため、記載しておりません。

2　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項　　　　目
前連結会計年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当連結会計年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

連結損益計算書上の当期純利益

(百万円)
1,392 672

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,392 672

普通株式の期中平均株式数(千株) 124,414 124,413

　
(重要な後発事象)

　

該当事項はありません。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期末残高
(百万円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 28,800 23,400 0.28 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,563 1,735 1.98 ―

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

8,287 6,551 2.88
平成25年３月11日

～
平成30年３月31日

合計 38,650 31,687 ― ―

(注) １　「平均利率」については借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結貸借対照表日後５年内における返済予定額は以下のと

おりであります。
　

　
１年超２年以内
(百万円)

２年超３年以内
(百万円)

３年超４年以内
(百万円)

４年超５年以内
(百万円)

長期借入金 1,735 1,587 1,549 560

　

【資産除去債務明細表】

　　 当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末

   における負債及び純資産の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　

(2) 【その他】

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　　
　 第１四半期

(自 平成23年１月１日
  至 平成23年３月31日)

第２四半期
(自 平成23年４月１日
  至 平成23年６月30日)

第３四半期
(自 平成23年７月１日
  至 平成23年９月30日)

第４四半期
(自 平成23年10月１日
  至 平成23年12月31日)

　

　

売上高
  （百万円）

7,970 8,004 8,384 7,397

税金等調整前
四半期純利益
  （百万円）

305 441 398 421

四半期純利益
  （百万円）

128 223 204 116

１株当たり四
半期純利益　
    （円）

1.03 1.80 1.64 0.94
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 23 18

売掛金 注1
 2,331

注1
 1,421

補助材料 1,285 799

貯蔵品 961 944

前払費用 272 253

繰延税金資産 851 295

未収入金 注1
 1,214

注1
 1,098

立替揮発油税等 注1
 53,792

注1
 46,085

預け金 注1
 562

注1
 512

その他 注1
 328

注1
 329

流動資産合計 61,624 51,758

固定資産

有形固定資産

建物 5,506 5,552

減価償却累計額 △4,319 △4,373

建物（純額） 1,186 1,178

構築物 39,452 39,839

減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,470 △32,851

構築物（純額） 6,982 6,988

油槽 24,124 24,171

減価償却累計額 △22,105 △22,378

油槽（純額） 2,019 1,793

機械及び装置 134,161 137,174

減価償却累計額及び減損損失累計額 △120,805 △124,033

機械及び装置（純額） 13,355 13,140

車両運搬具 68 64

減価償却累計額 △63 △62

車両運搬具（純額） 5 2

工具、器具及び備品 1,581 1,568

減価償却累計額 △1,350 △1,368

工具、器具及び備品（純額） 231 200

土地 19,430 19,430

建設仮勘定 45 180

有形固定資産合計 注2
 43,254

注2
 42,914

無形固定資産

ソフトウエア 201 139

施設利用権 5 4

無形固定資産合計 206 144
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 783 754

関係会社株式 注2
 2,220

注2
 2,220

長期貸付金 2 2

関係会社長期貸付金 注2
 2,520

注2
 2,520

長期前払費用 81 72

繰延税金資産 1,539 2,247

その他 101 85

投資その他の資産合計 7,248 7,903

固定資産合計 50,709 50,962

資産合計 112,333 102,721

負債の部

流動負債

買掛金 注1
 398

注1
 430

短期借入金 注1
 28,800

注1
 23,400

未払金 149 308

未払費用 注1
 2,875

注1
 2,694

未払法人税等 30 599

未払消費税等 1,843 2,520

未払揮発油税等 注2
 51,230

注2
 43,890

賞与引当金 288 295

役員賞与引当金 7 5

その他 581 530

流動負債合計 86,204 74,675

固定負債

長期未払金 注1
 717

注1
 717

退職給付引当金 1,831 1,928

特別修繕引当金 2,061 1,992

修繕引当金 1,349 3,329

資産除去債務 － 40

その他 115 67

固定負債合計 6,075 8,074

負債合計 92,280 82,750
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 8,415 8,415

資本剰余金

資本準備金 4,687 4,687

資本剰余金合計 4,687 4,687

利益剰余金

利益準備金 499 499

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 6,325 6,249

利益剰余金合計 6,825 6,749

自己株式 △3 △3

株主資本合計 19,923 19,847

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 129 122

評価・換算差額等合計 129 122

純資産合計 20,053 19,970

負債純資産合計 112,333 102,721
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

売上高

受託精製収入 26,388 21,130

商品売上高 1,599 1,712

売上高合計 注1
 27,988

注1
 22,842

売上原価

受託精製原価 22,036 18,116

商品期首たな卸高 － －

当期商品仕入高 2,705 2,939

合計 2,705 2,939

商品期末たな卸高 － －

商品売上原価 2,705 2,939

売上原価合計 注1
 24,741

注1
 21,055

売上総利益 3,246 1,787

販売費及び一般管理費 注2
 1,009

注2
 986

営業利益 2,237 800

営業外収益

受取利息 注1
 135

注1
 135

受取配当金 19 11

その他 31 33

営業外収益合計 185 180

営業外費用

支払利息 注1
 92

注1
 75

固定資産処分損 注3
 148

注3
 9

基地利用料 注1
 46

注1
 49

その他 13 21

営業外費用合計 300 156

経常利益 2,122 825

特別利益

前期損益修正益 注4
 115

注4
 26

特別修繕引当金戻入額 － 62

その他 － 2

特別利益合計 115 90
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

特別損失

前期損益修正損 注5
 49 －

投資有価証券売却損 134 －

ゴルフ会員権評価損 － 24

事業整理損 － 29

固定資産撤去費用 78 －

休止費用 － 7

その他 22 2

特別損失合計 284 64

税引前当期純利益 1,953 851

法人税、住民税及び事業税 3 561

法人税等調整額 803 △131

法人税等合計 807 429

当期純利益 1,145 421
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【製造原価(受託精製原価)明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

区分
注記
番号

金額(百万円)
構成比
(％)

金額(百万円)
構成比
(％)

Ⅰ　材料費 　 1,764 8.0 1,874 10.4

Ⅱ　労務費 （注2） 5,098 23.1 4,729 26.1

Ⅲ　経費 （注3） 15,173 68.9 11,511 63.5

当期製造費用 　 22,036100.0 18,116100.0

(当期受託精製原価) 　 　 　 　 　

(注) １　原価計算の方法………各事業年度の費用別精製費用の集計であります。

２　労務費には賞与引当金繰入額977百万円(前事業年度965百万円)及び退職給付費用364百万円(前事業年度390百

万円)が含まれております。

３　経費には減価償却費4,454百万円(前事業年度3,973百万円)、特別修繕引当金繰入額477百万円(前事業年度620

百万円)及び修繕引当金繰入額1,993百万円（前事業年度2,712百万円）が含まれております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 8,415 8,415

当期末残高 8,415 8,415

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 4,687 4,687

当期末残高 4,687 4,687

資本剰余金合計

前期末残高 4,687 4,687

当期末残高 4,687 4,687

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 499 499

当期末残高 499 499

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

前期末残高 5,677 6,325

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,145 421

当期変動額合計 647 △75

当期末残高 6,325 6,249

利益剰余金合計

前期末残高 6,177 6,825

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,145 421

当期変動額合計 647 △75

当期末残高 6,825 6,749

自己株式

前期末残高 △3 △3

当期変動額

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 △0 △0

当期末残高 △3 △3

株主資本合計

前期末残高 19,276 19,923

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成22年１月１日
　至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
　至 平成23年12月31日)

当期純利益 1,145 421

自己株式の取得 △0 △0

当期変動額合計 647 △75

当期末残高 19,923 19,847

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 184 129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55 △6

当期変動額合計 △55 △6

当期末残高 129 122

評価・換算差額等合計

前期末残高 184 129

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△55 △6

当期変動額合計 △55 △6

当期末残高 129 122

純資産合計

前期末残高 19,461 20,053

当期変動額

剰余金の配当 △497 △497

当期純利益 1,145 421

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 △6

当期変動額合計 592 △82

当期末残高 20,053 19,970
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【重要な会計方針】

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

１　有価証券の評価基準および評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法を採用しております。

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの…当事業年度末日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定)

を採用しております。

１　有価証券の評価基準および評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの…同左

　　　時価のないもの…移動平均法による原価法を採用し

ております。

　　　時価のないもの…同左

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

　　　補助材料、貯蔵品は移動平均法による原価法（収益性

の低下による簿価切下げの方法）によっておりま

す。
 

２　たな卸資産の評価基準および評価方法

同左

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　 (ア) リース資産以外の有形固定資産

　    定額法を採用しております。
     

　（会計方針の変更）   

　　当社のリース資産以外の有形固定資産の減価償却の方

法については、従来、定率法（ただし、平成10年4月1

日以降に取得した建物（建物附属設備は除く）につ

いては定額法）を採用しておりましたが、当事業年

度より定額法に変更しております。         　

 　 従来は、事業変化に対応した投下資本の早期回収と、

技術革新等を原因とする設備の陳腐化への対応を考

慮して、早期に減価償却費を計上し保守的な会計処

理ができる定率法を採用しておりました。しかし、昨

今の石油事業をとりまく経済環境の変化を受け、石

油精製事業の構造改革を推進するために、中長期計

画見直しの一環として、当社の石油精製設備の減価

償却の方法を再度検討いたしました。

    この結果、近年では現有設備の維持を目的とした投

資が大半を占めたことに伴い、投資の早期回収の必

要性が低下したことや、石油精製設備を長期安定的

に利用することにより、投資効果や収益に安定的に

貢献することが見込まれることから、取得原価を耐

用年数にわたって均等配分することにより費用と収

益の対応を図ることが可能となり、また、当社の石油

精製設備の減価償却の方法を、親会社である昭和

シェル石油株式会社が採用する定額法に統一するこ

とにより、当社グループの経営実態をより的確に反

映するため、有形固定資産の減価償却の方法を定額

法へ変更いたしました。   

    この変更により、従来の方法によった場合と比較し

て営業利益は1,995百万円、経常利益は、1,991百万

円、税引前当期純利益は1,990百万円増加しておりま

す。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　 (ア) リース資産以外の有形固定資産

　    定額法を採用しております。
     

―――――――――――
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　 前事業年度

(自　平成22年１月１日

  至　平成22年12月31日)

当事業年度

(自　平成23年１月１日 

  至　平成23年12月31日)

　（イ）リース資産

　  　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年12月31日以前の

所有権移転外ファイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理

を採用しております。

　（イ）リース資産

同左

　(2) 無形固定資産

　　　定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法によっております。

　(2) 無形固定資産

同左

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見

込額を計上しております。

　なお、当事業年度末においては、過去の貸倒実績及

び回収不能と見込まれる債権残高がないため、計上

しておりません。

４　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

 

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与支給に充てるため、次期支給見積額のう

ち当事業年度末に発生していると認められる額を計

上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき

計上しております。

　(3) 役員賞与引当金　

同左
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　 前事業年度

(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　(4) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上

しております。

　　　なお、会計基準変更時差異は、15年による均等額を費

用処理しております。

　　　数理計算上の差異は、各期の発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数(14年)による均等額

を、それぞれ翌事業年度から費用処理することとし

ております。

　(4) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき当事業年度末において発生し

ていると認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異は、15年による均

等額を費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数 (14年) による均等額を、それぞれ

発生の翌事業年度から費用処理しておりま

す。

過去勤務債務の額は、発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（14

年）による均等額を費用処理しております。

　(5) 特別修繕引当金

　　　消防法により定期開放点検が義務づけられた油槽に

係る点検修繕費用の支出に備えるため、支出実績に

基づき開放点検修繕費用を見積り、当事業年度末に

発生していると認められる額を計上しております。

　(5) 特別修繕引当金

同左

　(6) 修繕引当金

　　　製油所の機械装置に係る定期修繕費用の支出に備え

るため、支出実績に基づき定期修繕費用を見積り、当

事業年度末に発生していると認められる額を計上し

ております。

　(6) 修繕引当金

同左

５　ヘッジ会計の方法

　(1) ヘッジ会計の方法

　金利スワップについては、特例処理の要件を満たし

ておりますので、特例処理を採用しております。

―――――――――――

　(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

　当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段と

ヘッジ対象は以下のとおりであります。

　　　　ヘッジ手段…金利スワップ

　　　　ヘッジ対象…借入金の利息

　

　(3) ヘッジ方針

　変動金利による借入金に対する金利相場の変動リ

スクを回避することを目的としており、投機的な取

引は行っておりません。

　

　(4) ヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップについては、特例処理が認められる条

件をすべて満たしているため、その判定をもって有

効性の評価に代えております。

　

６　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式に

よっております。

 

５　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　　消費税等の会計処理方法

　　　　　　　　　　　 同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度
(自  平成22年１月１日
至  平成22年12月31日)

当事業年度
(自  平成23年１月１日
至  平成23年12月31日)

――――――――――― (資産除去債務に関する会計基準等)

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」

(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及び「資産除

去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適

用指針第21号  平成20年３月31日)を適用しております。

この変更による損益への影響はありません。

　

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

有価証券報告書

 85/106



　

【注記事項】

(貸借対照表関係)

前事業年度
(平成22年12月31日)

当事業年度
(平成23年12月31日)

(注1)　関係会社項目

　　関係会社に対する資産および負債には、区分掲記され
たもののほか、主に次のものがあります。

売掛金 2,327百万円

未収入金 936

立替揮発油税等 53,792

短期貸付金 280

預け金 562

立替金 43

買掛金 398

短期借入金 28,800

未払費用 899

長期未払金 717

 

(注1)　関係会社項目

　　関係会社に対する資産および負債には、区分掲記され
たもののほか、主に次のものがあります。

売掛金 1,417百万円

未収入金 964

立替揮発油税等 46,085

短期貸付金 280

預け金 512

立替金 38

買掛金 430

短期借入金 23,400

未払費用 653

長期未払金 717

 
(注2)　担保に供している資産

    (1) 以下の資産は、㈱ジェネックスの金融機関から
の借入金の担保に供しております。

根質権 　
㈱ジェネックスの
株式 1,680百万円

債権譲渡担保 　

㈱ジェネックスに
対する長期貸付金 2,520百万円

(注2)　担保に供している資産

    (1) 以下の資産は、㈱ジェネックスの金融機関から
の借入金の担保に供しております。

根質権 　
㈱ジェネックスの
株式 1,680百万円

債権譲渡担保 　

㈱ジェネックスに
対する長期貸付金 2,520百万円

　 　
　　(2) 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の納

期限延長のため、土地6,660百万円を、延納税額
25,322百万円の担保に供しております。

　　(2) 川崎南税務署へ揮発油税および地方揮発油税の納
期限延長のため、土地6,660百万円を、延納税額
22,415百万円の担保に供しております。

 ※ 　偶発債務

　 (保証債務)

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して26　百万
円の保証を行っております。

 

 ※ 　偶発債務

　 (保証債務)

　　 従業員の住宅取得資金の銀行借入金に対して17百万
円の保証を行っております。　　
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(損益計算書関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

(注1)　関係会社項目

　　各科目に含まれている関係会社との主な取引の金額は

以下のとおりであります。

売上高 27,965百万円

売上原価 3,565

受取利息 135

支払利息 90

基地利用料 46

 

(注1)　関係会社項目

　　各科目に含まれている関係会社との主な取引の金額は

以下のとおりであります。

売上高 22,816百万円

受取利息 135

支払利息 75

基地利用料 49

　 　

 
(注2)　全額一般管理費であり、その主要な費目および金

額は以下のとおりであります。

給与手当及び賞与 253百万円

賞与引当金繰入額 160

退職給付費用 66

役員報酬 158

租税公課 59

減価償却費
 

役員賞与引当金繰入額

8
 

7

 
 
 

(注2)　全額一般管理費であり、その主要な費目および金

額は以下のとおりであります。

給与手当及び賞与 251百万円

賞与引当金繰入額 234

退職給付費用 65

役員報酬 134

租税公課 72

減価償却費
 

役員賞与引当金繰入額

8
 

5

 
 
 

(注3)　固定資産処分損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 0百万円

構築物 1

油槽 5

機械及び装置 136

工具器具備品 4

 

(注3)　固定資産処分損の内訳は以下のとおりでありま

す。

建物 2百万円

構築物 2

油槽 0

機械及び装置 2

工具器具備品 2

 
(注4)　前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま

す。

 

ＰＣＢ処理費戻入額
業務委託料精算額
水域占用料修正額
５地区土地賃貸料修正額
 
 

 
74百万円

　　　　 34
          5
          0
 
 
 

　 　

 

(注4)　前期損益修正益の内訳は以下のとおりでありま

す。

 

固定資産撤去費用修正額
業務委託料精算額
 
 
 
 

 
21百万円
4

 
 
 
 
 

　 　

 
(注5)　前期損益修正損の内訳は以下のとおりでありま

す。

関係会社事業整理損失修正額
Ｆ地区土地賃貸料精算額

12百万円
         36

 

―――――――――――
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(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度(自　平成22年１月１日　至　平成22年12月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 19,350 2,471 ― 21,821
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加       2,471株

　

当事業年度(自　平成23年１月１日　至　平成23年12月31日)

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 21,821 158 ― 21,979
　

(変動事由の概要) 

増加数の内訳は、次の通りであります。

　単元未満株式の買取りによる増加          158株
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(リース取引関係)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
　至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

　　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有 　　リース取引開始日が平成20年12月31日以前の所有

　権移転外ファイナンス・リース取引 　権移転外ファイナンス・リース取引

　
（借主側）

　
　 （借主側） 　 　

 １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額  １ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

　相当額及び期末残高相当額 　相当額及び期末残高相当額

　 　 　 　 　 　
　 車両運搬具 　 　 車両運搬具 　
　 (百万円) 　 　 (百万円) 　

　　　　取得価額相当額 93 　 　　　　取得価額相当額 93 　
　　　　減価償却累計額相当額 74 　 　　　　減価償却累計額相当額 88 　
　　　　期末残高相当額 18 　 　　　　期末残高相当額 5 　
　 　 　 　 　 　
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高
が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定しております。

　 　
 ２ 未経過リース料期末残高相当額  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

　 　 　 　 　 　
　　 　　　　　　　　1年以内　 　　13百万円 　 　　 　　　　　　　　1年以内　 　　　 5百万円 　
　 　　　　　　　　　1年超 　 　   5 　 　 　　　　　　　　　1年超 　        -　　   　
　　　　　　　　　　合　計 　  18 　 　　　　　　　　　　合　計        5　　  　
 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しておりま
す。

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法により算定し
ております。

　 　 　 　 　 　
 ３ 支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　 　 　  ３ 支払リース料及び減価償却費相当額　　　　　 　 　

　　　　　支払リース料　　　 　 　13百万円 　　　　　支払リース料　　　 　 　 　13百万円

　　　　 (減価償却費相当額)

 
　

　
　　　　 (減価償却費相当額)

 　 　
 ４ 減価償却費相当額の算定方法  ４ 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

同左
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(有価証券関係)

前事業年度（平成22年12月31日）

　　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,720百万円、関連会社株式500

　　　百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載し

　　　ておりません。

　
(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号  平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号  平成20年３月10日)を

適用しております。

　

当事業年度（平成23年12月31日）

　　　子会社株式及び関連会社株式（貸借対照表計上額　子会社株式1,720百万円、関連会社株式500

　　　百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから記載し

　　　ておりません。
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(税効果会計関係)

　
前事業年度

(平成22年12月31日)
当事業年度

(平成23年12月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

　の内訳

　繰延税金資産

　　流動資産 　
　　　未払事業所税 14百万円

　　　賞与引当金 117

　　　固定資産撤去費用否認

      その他

  31
 

  687

　　流動資産計 851

　　固定資産 　

　　　特別修繕引当金 287

　　　退職給付引当金 744

　　　修繕引当金 548

　　　その他 585

　　固定資産計 2,166

　繰延税金資産小計 3,018

　　　評価性引当額 △539

　繰延税金資産計 2,479

　 　

　繰延税金負債 　

　　　その他有価証券評価差額金 △88

　繰延税金負債計 △88

　繰延税金資産の純額 2,390

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

　の内訳

　繰延税金資産

　　流動資産 　
　　　未払事業税 54百万円

      未払事業所税 11

　　　賞与引当金 120

　　　その他 109

　　流動資産計 295

　　固定資産 　

　　　特別修繕引当金 214

　　　退職給付引当金 725

　　　修繕引当金 1,334

　　　その他 497

　　固定資産計 2,772

　繰延税金資産小計 3,067

　　　評価性引当額 △456

　繰延税金資産計 2,610

　 　

　繰延税金負債 　

　　　その他有価証券評価差額金 △67

　繰延税金負債計 △67

　繰延税金資産の純額 2,543

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

     法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しております。
 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

　率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳

　　　法定実効税率 40.6%　

　　　交際費等永久に損金に

　　　算入されない項目

　　  受取配当金等永久に益

　　　金に算入されない項目

　　　住民税均等割

0.8

 
△0.3

 

0.4

　

　　　評価性引当額

　　　税率変更による期末繰延

　　　税金資産の減額修正

△2.0
 

11.0
 

　

　　　その他 △0.0 　

　　　税効果会計適用後の法人

　　　税等負担率
50.5%　
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前事業年度

（平成22年12月31日)
当事業年度

（平成23年12月31日)

――――――――――― ３　法定実効税率の変更による繰延税金資産及び繰延税

　金負債の修正額

 

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図る

ための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法

律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施

策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置

法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公

布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度より

法人税率が変更されることになりました。これに伴い、繰

延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法定実

効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通

りとなります。

平成24年12月31日まで　40.6％

平成25年１月１日から平成27年12月31日まで　38.0％

平成28年１月１日以降　35.6％

この税率の変更により、当事業年度に計上された繰延税

金資産の純額が93百万円減少し、法人税等調整額の金額

が93百万円増加しております。
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成22年１月１日
至　平成22年12月31日)

当事業年度
(自　平成23年１月１日
至　平成23年12月31日)

1株当たり純資産額 161.18円1株当たり純資産額 160.52円

1株当たり当期純利益 9.21円1株当たり当期純利益 3.39円

　

 (注)　1　潜在株式調整後1株当たり当期純利益については潜在株式がないため、記載しておりません。

2　１株当たり当期純利益の算定上の基礎

　

項　　　　目
前事業年度

(自 平成22年１月１日
至 平成22年12月31日)

当事業年度
(自 平成23年１月１日
至 平成23年12月31日)

損益計算書上の当期純利益

(百万円)
1,145 421

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

普通株式に係る当期純利益(百万円) 1,145 421

普通株式の期中平均株式数(千株) 124,414 124,413

　

　

(重要な後発事象)

　
該当事項はありません。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

　

有価証券の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。

　

　
【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(百万円)

当期末残高
(百万円)

当期末減価
償却累計額
及び減損損
失累計額又
は償却累計
額

(百万円)

当期償却額
(百万円)

差引当
期末残高
(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 5,506 68 22 5,552 4,373 74 1,178

　構築物 39,452 587 200 39,83932,851 579 6,988

　油槽 24,124 134 87 24,17122,378 346 1,793

　機械及び装置 134,1613,096 83 137,174124,0333,30813,140

　車両及び運搬具 68 － 4 64 62 2 2

　工具器具備品 1,581 45 58 1,568 1,368 73 200

　土地 19,430 － － 19,430 － － 19,430

　建設仮勘定 45 4,084 3,949 180 － － 180

有形固定資産計 224,3708,016 4,406227,981185,0674,38542,914

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア － － － 329 189 77 139

　諸施設利用権 － － － 7 3 0 4

無形固定資産計 － － － 336 192 77 144

長期前払費用 169 0 2 167 95 9 72

(注) １　機械及び装置の「当期増加額」の主な要因は、スルフォラン装置の新設によるものです。

(注) ２　無形固定資産の金額が資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」「当期増加額」及び「当期減

少額」の記載を省略しております。
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【引当金明細表】

　

区分
前期末残高
(百万円)

当期増加額
(百万円)

当期減少額
(目的使用)
(百万円)

当期減少額
(その他)
(百万円)

当期末残高
(百万円)

賞与引当金 288 295 288 － 295

役員賞与引当金 7 5 5 2 5

特別修繕引当金 2,061 477 485 62 1,992

修繕引当金 1,349 1,993 13 － 3,329

(注) 役員賞与引当金の「当期減少額（その他）」に掲げる金額は、引当金残高と支給額との差額であります。

　　 特別修繕引当金の「当期減少額（その他）」に掲げる金額は、開放点検工事計画の変更に伴い、当該油槽の引当

　　 金残高を取り崩したことによるものであります。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

① 現金及び預金

　

区分 金額(百万円)

現金 0

預金の種類 　

当座預金 1

普通預金 16

計 17

合計 18

　
② 売掛金

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 1,187

株式会社ジェネックス 229

その他 4

計 1,421

　
当事業年度における売掛金の発生・回収及び滞留状況

　

期首残高
(百万円)
 
(Ａ)

発生高
(百万円)
 
(Ｂ)

回収高
(百万円)
 
(Ｃ)

期末残高
(百万円)
 
(Ｄ)

回収率(％)
 
(Ｃ)

×100
(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

2,331 23,985 24,894 1,421 94.6 28.5

(注)　消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。

　
③ 補助材料及び貯蔵品

　

品名 金額(百万円)

補助材料

　触媒

　その他

 
590

209

計 799

貯蔵品

　設備資材その他

 
944

計 944
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④ 立替揮発油税等

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 46,085

計 46,085

　
⑤ 買掛金

　

相手先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 426

株式会社ジェネックス 4

計 430

　
⑥ 短期借入金

　

借入先 金額(百万円)

昭和シェル石油株式会社 23,400

計 23,400

　
⑦ 未払揮発油税等

　

相手先 金額(百万円)

川崎南税務署 43,890

計 43,890

　

(3) 【その他】

①　決算日後の状況

該当事項はありません。

　
②　訴訟

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 １月１日から12月31日まで　

定時株主総会 ３月中

基準日 12月31日

剰余金の配当の基準日 ６月30日、12月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社　本店

　　株主名簿管理人
(特別口座)
東京都港区芝三丁目33番１号　中央三井信託銀行株式会社

　　取次所 日本証券代行株式会社　本店・全国各支店

　　買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告といたします。ただし、事故その他やむを得ない事由に
よって電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行
います。なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次の
とおりです。
  http://www.toaoil.co.jp

株主に対する特典 該当事項なし
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及び　　　事業年度　　自　平成22年１月１日　 平成23年３月30日

　　その添付書類並びに　　（第138期）　 至　平成22年12月31日　 関東財務局長に提出

　　有価証券報告書の確認書　  

　 

(2) 内部統制報告書及び　　　事業年度　　自　平成22年１月１日　  平成23年３月30日

　　その添付書類　　　　  （第138期）　 至　平成22年12月31日　  関東財務局長に提出

　 

(3) 四半期報告書及び　　   　第139期    自　平成23年１月１日    平成23年５月12日

    四半期報告書の確認書  　第１四半期  至　平成23年３月31日　  関東財務局長に提出

　　　　　　　　　　　　   　第139期    自　平成23年４月１日    平成23年８月12日

    　　　　　　　        　第２四半期  至　平成23年６月30日　  関東財務局長に提出

　　　　　　　　　　　　   　第139期    自　平成23年７月１日    平成23年11月14日

　　　　　　　　　　      　第３四半期  至　平成23年９月30日　  関東財務局長に提出

　

(4) 臨時報告書

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議

決権行使件の結果）の規定に基づく臨時報告書

　　　　　　　　　　　　　　平成23年３月31日　関東財務局長に提出
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成23年３月28日

東亜石油株式会社

取締役会御中
　

あらた監査法人

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　小　林　　昭　夫

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　加　藤　　達　也

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜石油株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を

行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を

表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石

油株式会社及び連結子会社の平成22年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東亜石油株式会社の平成22年12

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、東亜石油株式会社が平成22年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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追記情報

  連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の４.会計処理基準に関する事項 (２)重要な減価償却資産の減価償

却の方法に記載されているとおり、会社は、当連結会計年度より有形固定資産の減価償却の方法を変更している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
　

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

        出会社)が別途保管しております。

 ２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書
　

平成24年３月26日

東亜石油株式会社

取締役会御中
　

あらた監査法人

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　本　　昌　弘

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　邊　　晴　康

　

　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜石油株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財

務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎と

して行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体として

の連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を

得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石

油株式会社及び連結子会社の平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　
＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、東亜石油株式会社の平成23年12

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにある。

また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価範

囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、東亜石油株式会社が平成23年12月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内

部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報

告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
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　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

　
　

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

        出会社)が別途保管しております。

 ２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成23年３月28日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　小　　林　　昭　　夫

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　加　　藤　　達　　也　　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜石油株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの第138期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石油株

式会社の平成22年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

追記情報

　重要な会計方針の３.固定資産の減価償却の方法に記載されているとおり、会社は、当事業年度より有形固定資産の減価

償却の方法を変更している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以 上

　
　

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

        出会社)が別途保管しております。

 ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書
　

平成24年３月26日

東亜石油株式会社

取締役会 御中
　

あらた監査法人

　
指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　　本　　昌　　弘　

　

指 定 社 員
業務執行社員

　 公認会計士　　田　　邊　　晴　　康　

　

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられてい

る東亜石油株式会社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの第139期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、

当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として

行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財

務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判

断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、東亜石油株

式会社の平成23年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において

適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以 上

　
　

 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提

        出会社)が別途保管しております。

 ２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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